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本報告書は，平成１７～１９年度の３年間にわたって実施した特別研究「身近な交通の見直しに
よる環境改善に関する研究」の研究成果を取りまとめたものです。
自動車は，地方都市や郊外においては，その利便性の高さから一人一台と言われるまでに普及

し，公共交通の維持が困難となる中で，生活に必要不可欠な交通手段となっています。しかし，
自動車は鉄道などの他の交通機関に比べて環境負荷が高く，様々な環境問題を引き起こしてきま
した。近年，大気汚染については，厳しい排出ガス規制の導入や地方自治体による走行規制等に
より改善傾向にありますが，地球温暖化に影響を及ぼすCO２排出量については，自動車技術の発
展による燃費改善の一方で車両の大型化や保有台数の増加により１９９０年代に大幅に増加し，そ
の削減対策が急がれています。交通部門，特に自動車からのCO２削減については，ハイブリッド
車等の低燃費車の開発や普及促進など，技術，政策両面から様々な対策が提案されています。し
かしながら，自動車の環境負荷は，その使用条件により大きく影響されます。例えば，カタログ
上は極めて優れた数値を示す車両も，実燃費はその６～７割程度であることは，ユーザーならば
誰もが経験していることでしょう。車両に適用された技術や様々な対策をより有効に活かすため
には，その使用実態を把握し，それに応じた適切な環境負荷削減対策を講じることが重要です。
本特別研究では，このような背景を踏まえ，自動車への依存度が高い地方都市等における交通

による環境負荷の削減を目的に，車載器を用いて日常の自動車の使用及び走行実態に関する詳細
な調査を実施し，実使用における自動車の環境負荷を把握しました。さらに，電気自動車やハイ
ブリッド車等の新しい自動車の技術評価，購買行動や通勤方法の違いによる環境負荷の評価等を
行い，得られた結果をもとに，モデル地域に対して，通勤方法や購買行動の変更，まちづくり方
針の見直しによる環境負荷低減対策などを検討し，短期から中長期に至る効果的な対策シナリオ
と将来の地域の交通と土地利用のイメージ図を提示しました。
本研究の成果は，多様な主体が身近な交通を見直す際に役に立つものと確信しています。例え

ば，個人がエコドライブを行うとき，車両の買い換えを行うとき，買い物の仕方を変えたり住み
替えを行うとき，企業が低炭素車両開発を行うとき，市町村などの自治体が将来の低炭素型まち
づくりを検討するとき，参考になる知見が得られたものと考えています。
低炭素社会の実現に向けて，生活に密接に関連する地域を対象とした温暖化対策は，今後益々

重要になりますが，地域ごとに状況が異なるため，より多くの地域を対象とした研究が必要であ
り，今後，このような研究が一層進展することを期待しています。
本研究を進めるにあたり，研究所内外の多くの方々にご協力とご支援をいただきました。ここ

に深く感謝致します。

平成２０年１２月
独立行政法人 国立環境研究所

理事長 大 塚 柳太郎
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１．１ 研究の目的

自動車から排出される大気汚染物質の排出量は，排出

ガス規制の強化や自治体による使用過程ディーゼル車に

対する走行規制等により，今後大幅に低減されると予想

されている。一方，運輸部門のCO２排出量は，わが国

全体の排出量の約２０％を占め，そのうちの約９０％は自

動車から排出されていることから，その削減は急務と

なっている。自動車からのCO２削減については，技術，

政策両面から様々な対策が提案，導入されようとしてい

るが，これらの対策は，低公害車の普及促進，ITSによ

る交通の円滑化など，いずれも総括的な内容が多く，各

地域や自動車の使用実態に応じた具体的な削減対策やそ

の効果を明示したものは極めて少ない。

また，低燃費車の普及促進は，今後の主要なCO２削

減対策と位置づけられており，最近では，カタログ上は

極めて優れた数値を示す車両が市場に投入され始めてい

る。しかしながら，実使用における燃費は使用状況によ

る影響を大きく受け，カタログ値の６～７割程度に悪化

することは，ユーザーならば，誰もが経験していること

である。車両に適用された技術をより有効に活用するた

めには，その特性を理解し，使用実態に応じた使い分け

をすることが必要である。

交通需要の面では，利便性の良さから，宅配便，コン

ビニエンスストア，通信販売，郊外型大規模店舗など，

流通面の変化に応じて，生活に密着した身近な交通需要

が増加傾向にあることは否めない事実である。特に，こ

のような傾向は，自動車が生活に必要不可欠とされる地

方の小都市において顕著であるが，これらの環境負荷に

ついての研究は極めて少ない。

このような背景を踏まえ，本研究では，「ラストワン

マイル」と呼ばれる各家庭との接続部分に着目し，その

身近な交通からの環境負荷の低減を目指した。特に，自

動車の使い方に着目し，使用形態別や輸送品目別の環境

負荷を推計するとともに，車載器等を用いて実使用条件

下における自動車の使用及び走行実態，並びに，自動車

技術，運転方法による環境負荷の違いなどを調べ，環境

負荷量と削減の可能性を把握するとともに，宅配，コン

ビニ，ショッピングセンター等での購買行動の違いによ

る環境負荷の違いを調査した。得られた結果をもとに，

モデル地域を対象として，自動車の使用実態を考慮した

最適な車両技術及び交通政策の導入について，効果的な

対策シナリオを提示した。

１．２ 研究の構成

１．２．１ 全体計画

研究の実施にあたっては，後述する２つのサブテーマ

を設定して研究を進めた。

始めに，身近な交通における自動車の使用実態と環境

負荷との関係を把握するため，車載機器を搭載した車両

による路上走行実態調査を実施した。車載器による調査

と並行して，各種統計資料や調査資料をもとに，乗用車

の使用形態別や貨物車の輸送品目別のインベントリを作

成し，身近な交通の寄与率を明らかにするとともに，車

載器による調査で得られた走行実態データの解析をもと

に，自動車の使用方法や運転方法改善による環境負荷の

低減可能性を定量的に評価した。さらに，身近な交通に

おける環境負荷低減が期待できるものとして購買行動を

取り上げ，宅配，コンビニ，ショッピングセンター等で

の購買行動の頻度の違いと各々の購買行動の環境負荷の

違いを把握した。最後に，購買行動および通勤に着目し

て，モデル地域を対象に，地域に適した交通手段の選

択，土地利用の最適化など，モデル地域における技術

的，政策的対策オプションを走行実態データの解析結果

を取り込んだシミュレーションモデルにより評価し，そ

れをもとに効果的なシナリオを提示した。

以下に，２つのサブテーマについての研究概要を示す。

１．２．２ 自動車の使い方に着目した環境負荷の定量評価

に関する研究（サブテーマ１）

（１）自動車の使用形態別や輸送品目別の排出インベン

トリの構築

これまで開発してきた環境負荷物質排出推計手法をも

とに，乗用車の使用形態別や貨物車の輸送品目別の排出

量を推計し，地域別の特性および全国の自動車利用目的

別の環境負荷の全体像を明らかにした。従来の自動車起

因環境負荷物質の排出量は，道路交通センサスを利用し

た，主に幹線道路を走行する車両を対象とした推計法で

あり，その排出係数は，車種別，規制年式ごとに平均速

１ 研究の目的と経緯
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度の関数として定義されている。一方，流通構造の変化

に伴い，宅配便などの需要が増加しているが，これら

は，いわゆる細街路を主に走行していると考えられ，停

止，発進比率，アイドリング時間比率などの走行特性

は，幹線道路とはかなり異なることが予想される。しか

しながら，これまで，細街路を走行する車両からの排出

量についての研究は，少なく，その実態は，十分把握さ

れていない。本研究では，生活に密着した自動車交通に

起因する環境負荷低減対策を検討するため，車載器によ

る細街路の交通特性の調査をもとに，これまで検討が欠

落していた細街路からの排出量を推計するとともに，

各々の活動量と交通特性を考慮した排出係数を乗じて，

地域別の特性および自動車利用目的別の環境負荷を検討

可能なインベントリを構築した。

（２）実使用条件下における環境負荷の定量評価と運転

支援による環境改善

車載機器を用いて自動車の使用実態と環境負荷との関

係，並びに実使用状態における自動車技術の環境負荷に

及ぼす影響を把握した。国立環境研究所（以下，国環研

と略記する。）職員や一般ユーザーの協力を得て，日常

使用している既存車両（ガソリン車）及び低公害車両

（内燃機関・電気ハイブリッド車等）に走行動態や燃料

消費量を計測可能な車載器を搭載し，燃費と使用実態・

自動車技術との関係を調べた。車載器による調査は，主

につくば市内（計２８台）で実施したが，外部機関の協

力を得て，名古屋市や豊田市でのデータも採取した。ま

た，シャシーダイナモ試験，試験路における路上試験を

行い，運転方法の変更による燃費改善効果を定量的に評

価・実証した。さらに，環境負荷の少ない交通手段とし

て注目されている小型電気自動車についても，利用特性

を把握するとともにその環境負荷削減効果を評価した。

（３）人口動態を考慮した自動車交通需要の将来予測

自動車による環境負荷を正確に把握するため，高齢化

等の人口動態の特性を踏まえた自動車交通需要推計の見

直しを行った。これまで開発してきた道路交通センサス

に基づく環境負荷推計に，日本の将来推計人口および運

転免許保持高齢者の運転率を組合せ，国レベルの将来自

動車交通需要を推計した。また，モデル地域を対象とし

た環境改善シナリオ構築の基礎資料とするために，自動

車交通需要に関連する対策オプションの整理を行い，削

減可能性および実現可能性の観点からの評価を行った。

１．２．３ モデル地域を対象とした運輸部門の環境改善シ

ナリオの作成（サブテーマ２）

（１）モデル地域を対象とした自動車の使い方に応じた

環境負荷の推計と手法の検証

自動車依存度が高い地方都市として，つくば市をモデ

ル地域として選定し，サブテーマ１で開発したインベン

トリおよび走行実態に基づく推計方法を適用し，モデル

地域内での使用形態別や輸送品目別に，実走行時の排出

実態を踏まえた環境負荷を推計した。並行して，買い物

行動に着目して，宅配，コンビニ，ショッピングセン

ター等での購買行動の頻度および環境負荷の違いを調査

し，サブテーマ１で構築した地域別インベントリの推計

値と比較するとともに，対策効果推計の基礎資料とした。

（２）モデル地域内の環境改善シナリオの作成

前述の推計結果をもとに，モデル地域に適した技術

的，政策的オプションを選定した。さらに，各オプショ

ンについて，環境負荷削減効果の高いシナリオを構築し

た。また環境改善効果を，ユーザーの運転方法の改善，

低燃費自動車への買い換え，購買行動の変化，環境負荷

の小さい地域開発方針など，各要因別に解析した。

さらに，得られた成果を基に，モデル地域の市民や関係

機関に，環境負荷の少ない公共交通等の利用しやすいま

ちづくりの将来像を提示するため，中心市街地，住宅

地，農村等の土地利用状況と各々に適した交通システム

を示したイメージ図を作成した。

１．３ 本研究で得られた成果の概要

１．３．１ 自動車の使い方に着目した環境負荷の定量評価

生活に密着した自動車の使用実態とその環境負荷を明

らかにした。具体的な成果を以下に示す。

名古屋市，豊田市，つくば市を対象とした車載器によ

る走行実態調査から，名古屋地域では，休日の利用頻度

が高く，豊田地域，つくば地域では，平日の通勤での利

用頻度が高いという違いが見られたが，いずれの地域に

おいても，３０km未満のトリップ頻度およびCO２寄与は

それぞれ，９０％，６０％を超えていることを明らかにした。

また，自宅と勤務先間およびその周辺を中心とした日

常的な使用では，３km未満の短距離の使用が約５０％を

占めていること，また，短距離走行では燃費が悪化して
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いることを確認し，交通の環境負荷として大きな割合を

占めることから，その対策は大きな効果が期待できるこ

とを明らかにした。

道路交通センサスによるつくば市の特性は，平均ト

リップ長は全国平均より約２％短い，トリップ数は２．５

回であるが，走行実態調査によるトリップ数は４．０回

で，道路交通センサスの１．６倍であった。一方，自動車

の総走行距離は道路交通センサスの他に，自動車輸送統

計からも把握でき，この統計による総走行距離は道路交

通センサスより約２割多い。このことから，道路交通セ

ンサスでは短距離トリップを正しく把握できていない可

能性が高いと考えられた。

つくば市を対象とした同調査の結果では，道路交通セ

ンサス対象道路（幹線道路）以外の道路，いわゆる細街

路走行は，走行距離の約３７％，走行時間の約５０％，排

出量の４４％を占めていることを明らかにした。なお，

自動車輸送統計と道路交通センサスによる既存推計で

は，細街路走行距離は約３１％である。また，細街路走

行の速度はこれまで狭幅員幹線道路の速度分布を根拠に

設定されていた値と同じ約２０km/hであることを確認し

た。その際の細街路走行の排出係数は全体平均値の約

１９％増しとなった。短距離の移動は，細街路走行部分

の寄与が高いため，速度が低く，排出係数が高い傾向に

あることも明らかにした。

車載器による調査と並行して，全国の自動車の利用状

況を把握するため，道路交通センサスの個票データか

ら，時間帯別の乗用車利用目的別トリップ数を独自に集

計した。平日は７～８時台の通勤（７％）と１７～１８時

台の帰宅（２８％），休日は１０～１６時台の家事・買い物

（１９％）あるいはレジャー（１３％）の利用が多く，主要

な移動の目的となっていることを明らかにした。また，

１０km未満のトリップの頻度は全体の約６６％と多い一

方，CO２排出量の寄与は全体の約２８％であることを明

らかにした。さらに，トリップ距離帯が短いと，平均速

度が低く排出係数が大きい傾向があり，排出係数は，１０

～２９km帯で全距離帯平均と等しく，３～９km帯で平

均の１７％増し，１～２km帯では平均の４４％増しとな

ることを明らかにした。

各家庭から目的地までを含む自動車の使用実態に加え

て，特に，これまで未解明であった細街路における走行

実態と環境負荷を車載器を用いた実態調査により明らか

にした上記の成果は，学術的に有意義な成果であること

に加えて，CO２削減対策を検討する行政にとっても有益

であると考えられる。

ユーザー支援による環境負荷低減策として，効果的な

エコドライブ法を理論的に解析し，それによる燃費改善

効果を明らかにした。さらに，エコドライブによる燃費

改善の余地が大きいことを一般の運転者に提示した。具

体的な成果を以下に示す。

２６人の被験者による路上試験により，エコドライブ

を行うことで平均１２％の燃費改善となることを明らか

にした。エコドライブのポイントは，速度を抑えた走行

と前方の交通状況をよく見て早めのアクセルオフを行

い，無駄な走行エネルギーを消費しないことであり，改

善効果の内訳として，最高速度を抑える効果が最も大き

く，改善分の約７割を占めることを明らかにした。

シャシーダイナモ試験により，被験者による路上試験

で使用した車両（排気量１，３００ccCVT（Continuous

VariableTransmission）搭載車）以外の車両（排気量

６６０ccCVT搭載車，排気量１，８００cc４AT車，排気量

１，５００ccハイブリッド車）でも，推奨するエコドライブ

ポイントを押さえた運転により同様の燃費改善効果が得

られることを明らかにした。

走行実態調査により，豊田地域，つくば地域内の走行

では，法定速度を超えた運転が，利用時間のそれぞれ，

３４％，４２％に見られ，エコドライブ普及の余地が大き

いと考えられることを明らかにした。

生活に密着した自動車の使用における環境負荷を実際

の使用条件下で評価し，自動車の省燃費技術の効果を定

量的に明らかにし，身近な交通における自動車の方向性

を示した。具体的な成果を以下に示す。

車載器による調査により，広く普及しているAT車を

基準として，実使用時において，CVT車は２０％以上，

内燃機関・電気ハイブリッド（IC-HEV）車は４０％以

上エネルギー効率が高いことを確認した。

自動車の燃費に大きな影響を及ぼす走行に要するエネ

ルギーは，軽量で空気抵抗等の小さい車両ほど少なく，

軽乗用車は小型乗用車よりも２０％少ないエネルギーで

走行できるため，効率の良い動力システムと組み合わせ

ることで，更なる燃費向上が期待できることがわかっ

た。また，試験に供したIC-HEV車は，通常の小型乗用

車より重量が２６％重い一方，小型乗用車と同等のエネ

ルギーで走行できる。ハイブリッド化したことの効果と

ともに，空気抵抗等を小さくする従来型省エネ技術が導
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入されたことが燃費向上の要因になっていることを確認

した。CO２排出削減のためには，軽量で空気抵抗等の小

さい燃費の良い車両の開発普及を促す支援策が望まれる。

身近な交通に適した自動車として，市販の小型電気自

動車（BEV）の実使用条件での環境負荷を評価した。

BEVは，ガソリン車に比べ，平均速度の低い領域でも

効率が４５％（走行エネルギー／充電量）以上と高いた

め，短距離移動で平均速度の低い，生活に密着した使用

に適していることがわかった。しかしながら，エアコン

等補器の使用により効率が半減するなど性能悪化が大き

いことに加え，BEVの性能は，バッテリの性能に強く

依存し，高性能バッテリは高価であることから，当面，

電動車両は，エアコン等補器を使わず容量の小さいバッ

テリで駆動できる超軽量の車両（例えば，電動アシスト

自転車，電動車椅子，パーソナルモビリティなど）に適

しているものと考えられた。

２００９年に市販を目標として開発中の次世代電気自動

車について，通勤利用を想定した実路走行試験を実施

し，エアコンやヒータの使用を考慮して通年のCO２排

出係数を推定した結果，高いエネルギー効率で走行する

ことができ，ガソリン軽乗用車に対して，５～７割の大

幅なCO２削減の可能性があることを明らかにした。

実走行時の燃料消費率を，走行エネルギーやアイドリ

ング時間などの走行特性と始動状態をもとに推定した結

果，冷始動時の燃料増分の影響が大きいことを明らかに

した。

CVT車，ハイブリッド車，電気自動車等，省燃費車

と言われる車両の燃費（電費）やエネルギー効率を実際

の使用条件下で評価したことは，工学的にも有意義であ

ることに加えて，温室効果ガスの排出量インベントリお

よび今後の排出量予測を行うために，行政的にも貴重な

データであると考えられる。

人口動態を考慮した自動車交通需要の将来予測を行

い，国土交通省予測は過大評価になる恐れがあることを

示した。具体的な成果を以下に示す。

将来予測において，免許保有率の高い年齢層が高齢者

となるため，人口が減少に転じた後もしばらく免許保有

者数が延びることを確認した。一方で，運転者一人あた

り走行量が高齢者で短く，また全般に減少している実態

を反映させると，総交通量は２０１０年頃がピークになる

ことを明らかにした。なお，２００５年度の交通量は，国

土交通省による交通需要予測値のトレンドを約４％下

回っている。

１．３．２ モデル地域を対象とした運輸部門の環境改善シ

ナリオ

モデル地域としてつくば市を選定し，自動車の使い方

による環境負荷を明らかにするとともに，２０５０年頃の

CO２大幅削減に向けた地域の特性を考慮した環境改善シ

ナリオを提示した。具体的な成果を以下に示す。

購買行動に着目した調査から，平均的には，スーパー

マーケットは３日に１回，共同購入・宅配は月に１回の

利用であること，大都市は中小都市に比べて購買行動の

回数が多く，共同購入・宅配の購入金額が高いことを示

した。また，スーパーマーケットへの交通手段は，人口

６０万人以上の大都市では徒歩・自転車が７割であるの

に対して，人口５万人未満の町村部では自動車が８割と

大幅に異なることを把握した。人口２０万人のつくば市

等で自動車利用を減らす対策は，主にこの両極端の中間

に位置する規模の都市に適用可能と考えられる。

つくば市を例に，物流センターから各戸までの範囲

で，宅配利用とショッピングセンター利用等の買い物に

よるCO２排出量を走行実態調査のデータを取り入れた

シミュレーションで比較した。商業施設と住戸との距離

によって差はあるが，全般的に自家用車利用による排出

量の寄与が極めて大きく，宅配利用によるCO２削減余

地が大きいことを明らかにした。

つくば市を例に，通勤に伴うCO２排出量をシミュ

レーションで求め，現況では路線バス活用による削減余

地があまり大きくないことや公共交通利用促進のための

条件を明らかにした。さらに，今後の開発方針によって

異なる，通勤に伴うCO２排出削減量のポテンシャルを

明らかにした。

交通対策の整理を行い，短期的にはエコドライブや公

共交通利用促進が重要な対策となるが，中期的には小型

軽量かつ低燃費車への買い替えや公共交通等の利用しや

すい場所への住み替え等が効果的であること，さらに

は，制度やまちづくりの方針を見直すことも，身近な交

通の見直しから２０５０年CO２半減等の大幅削減につなが

る対策であることを示した。

公共交通等の利用しやすいまちづくりの将来像を具体

的に議論する材料を提示するため，中心市街地，住宅

地，農村等の土地利用状況と各々に適した交通システム

を示したイメージ図を作成した。
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２．１ 自動車の使い方に着目した環境負荷の定量評価に

関する研究

２．１．１ 車載器を用いた自動車の使用実態と環境負荷の

評価

（１）調査の概要

日常の自動車利用における走行動態データ収集を目的

として，つくば市，名古屋市，豊田市の３地域におい

て，車載型の走行動態記録計（以下，車載器）を用いて

走行実態調査を実施した。

車載器として，独立行政法人環境再生保全機構がエコ

ドライブ診断モデル事業において開発した「エコマネー

ジャー」を使用した。車載器の外観を図１に，データ取

得の流れを図２に示す。

車載器はダッシュボードに取付け，車両の故障診断コ

ネクタと接続するだけで利用できる小型かつ設置が容易

なものである。車載器は故障診断コネクタを通じて車両

コンピュータ（ECU）と通信を行い，「走行速度，エン

ジン回転数，燃料噴射時間」等の車両情報を収集する。

また，車載器に内蔵されたGPSから「日時，位置」等

の情報を取得する。「走行距離，燃料消費量」データは

取得データから算出される。収集したデータは，車載器

に内蔵された通信デバイスにより，データ収集サーバに

蓄積される。

取得可能なデータ項目及びデータ取得時間間隔を表１

に示す。車載器は１秒毎の瞬時データの収集が可能であ

るが，通信容量を抑えるため，走行距離，燃料消費量，

位置データは，車載器が判定する挙動毎に合計した値と

なる。挙動とは表２に示す項目（アイドリング，空ぶか

し，加速，等速運転，減速，その他）からなる。判定条

件は，表２中の下線部分をパラメータとして変更可能で

あり，調査地域や調査期間によって統一されていない。

データは解析の目的に従い，様々な方法で解析される

が，エンジンをかけてから切るまでの走行１回（１ト

リップと呼ぶ。）毎に集計したトリップデータと，１日

毎に集計した日データを作成し，基本的な使用実態の解

析に用いた。解析項目は巻末の補足資料の表B-１に，解

析に用いた車両の属性は同表B-２に示す。

つくば市における調査対象車両は，独立行政法人国立

環境研究所（以下，国環研）の職員及びその家族を対象

２ 研究の成果

図１ 調査に使用した車載器の外観

図２ 車載器のデータ取得の流れ
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として募集した調査協力者と国環研の公用車であり，名

古屋市及び豊田市における調査対象車両は，独立行政法

人環境再生保全機構が実施したエコドライブ診断モデル

事業に参加した各自治体が募集した調査協力者である。

名古屋市，豊田市の調査データは，調査実施主体である

各自治体及び独立行政法人環境再生保全機構から提供を

受けた。

つくば市，名古屋市，豊田市での調査において，車両

台数はそれぞれ２４台，１５台，３０台，調査日数は８，１０７

台･日，１，１１３台･日，３，６６９台･日，総走行距離は１４万

台・km，４万台･km，１１万台･km，総トリップ数は

２５，６１５台･トリップ，５，１５１台･トリップ，１４，６００台･ト

リップのデータが収集された。

（２）基本的な使用実態の解析

はじめに，自家用乗用車の使い方や走行特性といった

基本的な使用実態を把握し，使い方に着目したCO２排

出削減対策について考察した。ただし，身近な交通の日

常の使い方の解析を目的としているため，ここでは名古

屋地域に含まれる営業用車両とつくば地域に含まれる公

用車のデータを除外した。

a．日常使い方に関する解析

日常の使い方を代表する指標として，調査期間のうち

車を利用した日数の割合を示す「稼働率」，「トリップ開

始時間」と次回の使用までの放置時間を表す「ソーク時

間」に注目して解析を行った。

対象地域別，休日・平日別の平均稼働率を図３に示

す。名古屋地域は，平日の稼働率が５９％と３地域中

もっとも低いが，休日の稼働率は３地域中もっとも高い

８１％であった。また，豊田地域，つくば地域では，平

日の稼働率がそれぞれ，８８％，７５％と高いものの，休

日の稼働率は７５％，６９％と低下した。

次に，地域別，休日・平日別，ソーク時間別のト

リップ開始時刻分布を図４に示す。図４の横軸の平均

トリップ数とは，車両毎に調査日数が異なることを考

慮して，各車両の１日当たりの平均トリップ数を合計

した値とした。

休日の特性として，名古屋地域，豊田地域，つくば地

域のいずれの地域においても，朝から夕方まで高い利用

頻度が続く同じような分布を示した。

平日の特性として，豊田地域，つくば地域では，主に

通勤利用と考えられる朝及び夕-夜の時間帯にピークを

持ち，これらの時間帯はソーク時間の長いトリップ（６

時間以上放置した後の走行）割合が増加した。さらに，

つくば地域では，１２時台に昼食や所用のための外出利

用と考えられるピークが見られた。名古屋地域では，通

勤利用と考えられる朝夕の高い利用頻度は見られず，休

日に近い頻度分布となった。

表１ 車載器の取得データ及びデータ取得時間間隔

データ項目取得時間間隔
年月日 時刻

１秒毎
運転挙動
走行速度
エンジン回転数
年月日 時刻

挙動毎

運転挙動
運転時間
走行距離
燃料消費量
位置情報（緯度，経度）

表２ 挙動判定方法

判定方法運転挙動
エンジンの起動/停止０：ON/OFF
走行速度０km/hでエンジン回転数
２０００rpm以下の場合

１：アイドリング

走行速度０km/hでエンジン回転数
２０００rpmより大きい場合

２：空ぶかし

２秒間の平均加速度が０．０１４Gより大
きい場合

３：加速

他の運転挙動以外の状態４：その他の運転

２秒間の平均加速度が－０．０１４G以
上，０．０１４G以下の場合

５：等速運転

２秒間の平均加速度が－０．０１４Gより
小さい場合

６：減速

※下線部分は閾値として任意に設定可能（表はつくば市で
の運用例） 図３ 地域別，平日・休日別の平均稼働率
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b．走行距離とCO２排出寄与に関する解析

走行特性として１トリップ当たりの走行距離に注目

し，トリップ頻度やCO２排出寄与との関係を解析した。

図５に，距離帯別の地域別，休日・平日別のトリップ

頻度及びCO２排出寄与を示す。

トリップ頻度は，短距離での頻度が高く，平日・休日

ともに３０km未満の累積トリップ頻度は，いずれの地域

においても９０％以上を占めた。特に，つくば地域では，

短距離頻度の高い傾向が強く，１０km未満の累積トリッ

プ頻度においても，平日９４％，休日８７％となった。

CO２排出寄与は，走行距離が長くなるに従い１トリッ

プ当たりの排出寄与が大きくなることを反映して，ト

リップ頻度に比べて長距離トリップ側に分布が移動し

た。しかし，平日・休日ともにいずれの地域においても

３０km未満の累積CO２排出寄与は，６０％以上の高い割

合を示した。特に，つくば地域においては，平日の短距

離側の寄与が高く，１０km未満の累積CO２排出寄与は

７６％となった。

c．考察

通勤・通学に利用される移動手段の分担率については

既存の調査結果があり，自動車（バス・２輪車を除く）

（a）名古屋地域（n＝１１）

図４ トリップ開始時刻の分布
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の分担率は，名古屋市で４２．０％，豊田市で７１．５％（参

考文献（１）），つくば市で約７割（参考文献（２））と

報告されている。

本調査での名古屋地域における車両稼働率は，通勤・

通学での分担率を反映して平日（５６％）が低く，休日

（８１％）の利用が多くなったことから，名古屋地域等の

大都市では，休日のレジャーや買い物等での利用が多い

と考えられる。公共交通が発達している大都市圏では，

車を所有するよりも経済的メリットが高いとして，カー

シェアリングが普及しはじめている。カーシェアリング

では，乗用車での移動が抑制され，燃費の良い車両が利

用できる等のCO２排出削減のメリットもあることから，

今後の更なる普及が期待される。

豊田・つくば地域等の地方都市では，平日の通勤が主

な利用形態であると考えられ，自家用乗用車からのCO２

削減対策としては，効果的な通勤対策の検討・推進が必

要である。

また，いずれの地域においても，利用頻度の高い

３０km未満のトリップでCO２排出寄与が大きかったこと

から，短距離トリップでの交通対策が必要であるととも

に，身近な交通における対策の必要性が示唆された。

（b）豊田地域（n＝３０）

図４ トリップ開始時刻の分布
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（３）地域内での使用実態の解析

ここでは，各調査地域での身近な交通に注目し，地域

毎に設定した範囲（区域）内の走行データのみを抽出

し，その走行特性やCO２排出削減対策について考察し

た。

a．地域内走行の抽出方法

地域の範囲は，名古屋区域は名古屋市内，豊田区域は

豊田市豊田地区内（２００５年４月合併前の豊田市内），つ

くば区域は位置データの分布や地域の生活パターンを考

慮して，つくば市，土浦市，牛久市の３市内とし，それ

ぞれの区域内に，トリップの起点（始まり）・終点（終

わり）の両方があるものを区域内トリップデータとし

た。

指定した区域の対象市・地区について，地域メッシュ

統計（H１２国勢調査）の３次メッシュコードと，ト

リップデータの起点・終点の緯度経度を対応させて区域

内データを抽出した。

b．区域内走行の特性

図６に各区域の対象市・地区とトリップの終点位置を

示す。全トリップデータ中，区域内トリップが占める割

（c）つくば地域（n＝２２）

図４ トリップ開始時刻の分布
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合は，名古屋区域で３８％，豊田区域で７６％，つくば区

域で９２％となった。

図７に距離帯別の利用頻度を示す。各区域は概ね半径

１５kmの範囲となったが，３区域とも，９０％以上のト

リップが１０km未満の短いトリップであった。累積ト

リップ頻度が５０％を占めるのは，名古屋区域で２km未

満，つくば区域で３km未満，豊田区域で３．５km未満の

短い距離帯に集中していた。

そこで，燃費に影響を与える平均速度と最高速度につ

いて，距離帯別に各区域の平均値を算出したものを図８

に示す。平均速度，最高速度ともに，つくば，豊田，名

古屋の区域順に高くなっている。走行距離３～４kmま

での短い距離帯では，走行距離が短くなるに従って，速

度が低くなる傾向が見られた。これは，走行距離が短く

なる程，速度の低い細街路走行，幹線道路に合流する際

の長い信号待ち等の影響を受けるためと考えられる。

最高速度は４kmを超える走行ではほぼ一定となって

いた。高速道路走行を含まない豊田区域，つくば区域の

そ れ ぞ れ，３４．５％，４２．４％ は，法 定 速 度 で あ る

６０km/hを超えた走行を行っていた。一方，名古屋区域

では，法定速度を超えた走行は１４．３％と他の２区域に

比べて少なかった。１０km以上のトリップで最高速度が

大きくなっているのは，高速道路の利用等の影響がある

と考えられる。

c．区域内走行のCO２排出寄与

自動車利用で排出されるCO２のうち，身近な利用で

ある区域内走行が占める割合を把握するため，平日・休

日別に区域内トリップと全トリップのCO２排出寄与を

算出した（図９）。なお，各車両の調査日数が異なるこ

とから，各車両の平日・休日別の１日当たりのCO２排

出量を合計して寄与を求めた。

名古屋区域では，休日・平日ともに域内寄与は２５％

前後にとどまった。豊田区域，つくば区域では，休日の

域外寄与が大きくなったものの休日で４０％以上，平日

で５０％以上の寄与となった。特に，つくば区域では，

平日の寄与が８７％と高い値を示した。

d．考察

つくば区域では域内トリップ頻度とCO２排出寄与が

高かったのに対して，名古屋区域と豊田区域では低かっ

た。この要因として，まちの構造が面的に広いこと，自

宅位置や職場位置が区域外にある調査協力者や特定でき

ない調査協力者が半数以上あったことが考えられる。そ

の上，名古屋区域では，トリップの９０％以上が名古屋

市外（区域外）となっている車両が調査車両数の約３割

（４台）と高い割合で含まれていた。これらの区域では，

すべての被験者に対応した身近な交通の利用範囲を設定

することができなかったため，区域内走行の割合が低く

なったと考えられる。

図５ トリップ走行距離帯別のトリップ頻度とCO２排出寄与
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（a）名古屋区域

（b）豊田区域

（c）つくば区域

図６ 指定区域の対象市・地区とトリップ終点の分布

図７ 区域内走行の特性：距離帯別の頻度

図９ 区域内トリップのCO２排出寄与

図８ 区域内走行の特性：距離帯別の平均速度と最高速度
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それに対して，つくば区域では２４名の調査協力者の

うち，自宅が区域外にあるのは１名のみであった。それ

以外の調査協力者は，指定した区域内に自宅，勤務先，

送り迎えに利用される鉄道駅などが含まれ，日常の身近

な利用範囲が設定できたことが高い割合に反映されたと

考えられる。

豊田区域，つくば区域では，法定速度を超えた走行割

合が多く，最高速度を抑え法定速度以下で走行するとい

うエコドライブポイント（２．１．２参照）を実践すること

で，エコドライブによるCO２削減の余地があると考え

られる。

区域内の走行では，平均速度が遅くなるため燃費の悪

い短距離走行の頻度が高くなる。豊田区域，つくば区域

では，平日の域内CO２排出寄与が５０％以上を占めてい

た。このことから，自宅と勤務先間およびその周辺を中

心とした日常の身近な乗用車利用は，交通の環境負荷と

して大きな割合を占め，その対策は大きな効果が期待で

きると推察された。

参考文献

（１）ESTデータベース，環境的に持続可能な交通

（EST）ポータルサイト，http://www.estfukyu.jp/

（２００８年３月入手）

（２）市橋尭行，つくばエキスプレス開業前後の公共交

通網変化が沿線居住者の交通意識および交通行動

に与えた影響（筑波大学大学院博士課程 システム

情報工学研究科修士論文）

（４）移動距離とCO２排出原単位

トリップ単位のデータについて，パラメータ間の関係

について分析を行った。その結果，以下のような特徴が

見られることが分かった。

走行速度に応じてCO２排出原単位は異なっており，

たとえば２０km/h以下の原単位は極めて大きい。その一

方で，トリップ距離と速度にも関連性があり，たとえば

２０km/hを下回るトリップには１０km以下の短距離のト

リップの占める割合が多い。この両者を比較し，トリッ

プ距離と排出原単位の関係をみると，排出原単位が

３００g-CO２/kmを超えるようなトリップは移動距離２km

未満のものが大半であることが分かった。すなわち，燃

費を良くするあるいは排出原単位を下げるためには，短

距離利用を減らすことが効果的であると考えられる。な

お，燃料消費量，排出量を下げるためには，長距離利用

を減らすことも効果的であることは言うまでもない。

（５）目的地分布パターン

乗用車から他の交通手段への転換可能性などの対策シ

ナリオを検討する材料とするため，トリップのCO２排

出量と終点の位置データを抽出し，同じ目的地への移動

頻度を推定した。図１０では，２５０mメッシュ内に含まれ

る点を同一とみなし，調査期間中の頻度が調査日数の

０．５以上のメッシュを「毎日」，０．５×１/７以上のものを

「毎週」，０．５×１/３０以上のものを「毎月」と分類した。

その結果，自宅と勤務先への移動がほぼ毎日，その経路

上に毎週の目的地が分布し，経路外に毎月あるいはそれ

より頻度の低い目的地が分布する傾向があることが分

かった。また，頻度の高い目的地に関連する移動からの

排出量の寄与が約半分を占めることが明らかとなった。

なお，筑波研究学園都市の研学地区に位置する国環研関

係者の被験者５人の移動を分析した図１０では，大半の

目的地が市街化区域内に存在することが分かった。

自宅と職場が近距離にあり，その近辺に商業等施設が

立地するような地域では，目的地の大半が狭い範囲に収

まり，結果として，総移動距離は比較的短いと考えられ

図１０ 被験者５人の目的地頻度分布パターン
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る。また，主要な目的地が集中する大通りに利便性の高

い公共交通路線を整備することで，多くの目的地をカ

バーでき，手段転換が容易になる可能性があることが示

唆された。

（６）幹線道路と細街路における走行と排出量の割合

居住地等へ直接に接続するネットワークの端末部分を

指す「ラストワンマイル」の移動による環境負荷を評価

するため，細街路（道路交通センサスの調査対象に含ま

れない部分）における排出量の寄与を求めた。

環境省の自動車排出ガス総量推計では，自動車輸送統

計と道路交通センサスの交通量の差から細街路の交通量

を求めている。また，幹線道路の狭幅員道路の車速分布

を参考として，一定の２０km/hを細街路の車速として排

出量を求めている。

本研究では，挙動毎の位置データを用い，センサス道

路の中心線から２０mの範囲に含まれないデータを細街

路走行分と見なした。なお，車載器は，車両の電源と同

時に起動し，GPS信号を取得するまで１分程度の時間

を要する場合があることから，出発地付近の位置を正し

く把握できないトリップが存在する。そのため，走行開

始時にGPS信号を取得できていないトリップについて

は，前回トリップの目的地の座標を出発地と見なし，今

回トリップ開始後最初にGPS信号を取得できた地点ま

での経路をGIS処理の最短経路法により求め，その間の

挙動データを各々の走行距離に応じて経路上に配置し直

すツールを開発した。

国環研関係者５人のデータを分析した例では，細街路

の走行量割合は３７％である一方，CO２排出係数は図１１

に一部を示すとおり，平均で幹線道路の１．３２倍と高く，

CO２排出量割合は４４％と相当に高いことが明らかに

なった。細街路の走行では，これまで把握されなかった

車庫の出し入れ等の運転状態を含んでおり，一時停止の

交差点などの発進停止が多く，また幹線道路に出る際の

停止時間が比較的長いことから，走行速度が低く，排出

係数が高い結果となったことが考えられる。なお，細街

路の平均車速は，いずれの被験者も約２０km/h前後と安

定しており，これまでの自動車排出ガス総量推計におけ

る設定値の妥当性を支持するものであった。

自動車の大気汚染対策においては，大気汚染濃度の高

い幹線道路交差点近傍の環境負荷評価が重要であった

が，温暖化対策においては，排出係数の大きい細街路に

おける環境負荷評価がより重要であることが示唆され

る。

（７）幹線道路区間内の詳細な排出状況の把握

自動車からの排出量は，道路区間毎に一律と見なされ

ることが多い。しかし，実際には信号停止等の影響を受

けており，道路上での排出量は一律では無いと考えられ

る。ここでは，リンク道路上での排出量の違いを詳細に

把握するため，挙動間の位置データおよび走行距離，燃

料消費量のデータを一定距離毎に補間するツールを開発

し，GIS処理により一定距離毎に集計した。

履歴データには，毎秒の走行速度等が記録されている

が，挙動データとのリンクを行ってGIS処理を行うには

データ量が膨大になることから，挙動データのみから

データ補間を行う手法を開発した。

ある挙動の間には時間あたりの燃料消費量は一定と仮

定して補間点に燃料消費量を配分した。そのため，たと

えば，同じ加速挙動の中でも，加速開始時に時間あたり

燃料消費量が多くなる運転がされた場合には，この補間

方法では加速開始時の寄与が過小評価になることに留意

する必要がある。

幹線道路区間上に一定距離毎のメッシュを生成し，そ

の内部に含まれるデータから短区間毎の旅行速度と排出

原単位を求めた例を図１２に示す。信号交差点付近の停

車時および発進時の排出が多いことが分かる。すなわ

ち，できる限り停車回数を減らすことが環境負荷低減の

ために有効である。また，定速走行時のエンジン回転数

を抑えることも総排出量を削減するために有効であり，

そのためには，最高速度を抑えることが全般に有効であ

ると考えられる。

図１１ 被験者５人の道路種別CO２排出係数



―１４―

２．１．２ 運転支援による環境負荷低減効果に関する研究

（１）エコドライブ研究の現状

エコドライブは，だれでもすぐに始めることができる

即効性のある運輸部門のCO２削減対策として期待されて

おり，警察庁，経済産業省，国土交通省，環境省を関係

省庁としたエコドライブ普及連絡会では，「ふんわりア

クセル『eスタート』」をはじめとするエコドライブの

ポイントをまとめた「エコドライブ１０のすすめ」の普

及推進活動などを行っている。

エコドライブの効果については，財団法人 省エネル

ギーセンターが２００６年７月２６日～１２月１５日に全国９

カ所の自治体で開催した『エコドライブ教習会』におい

て，各教習会の平均として２１～３９％（全教習会の平均

で２６％）の燃費改善率が得られたことなど，多くの効

果事例が報告されている。

しかし，エコドライブ先進国であるヨーロッパでは，

自動車工学の理論に基づき「なるべく早く高速ギアにシ

フトチェンジし，高速ギアを維持する」という項目を推

奨しているのに対して，日本では，実証的に効果が大き

かったとして「ゆっくり加速」という異なる項目を推奨

している。オートマチック車が普及している日本に対し

て，ヨーロッパではマニュアル車が普及していること等

がポイントの違いに影響している可能性もあるが，

「ゆっくりした加速がエコドライブに効果的」である理

論に関しては，十分なに理論的な裏付けがされていない

状況にある。

そこで，発進方法の違いがエコドライブ効果に及ぼす

影響を明らかにすること，最も効果的なエコドライブ項

目に理論的な裏付けを行うことを目的として「エコドラ

イブ路上走行試験」を開催した。得られた走行に関する

データをもとに，走行エネルギーを指標としたエコドラ

イブ効果の解析を行うとともに，低公害車実験施設シャ

シーダイナモ設備を用いた走行試験を複数車種に対して

行い，エコドライブ効果の検証を行った。

（２）エコドライブ路上走行試験の結果

２００７年３月２９日（木）と３０日（金）の２日間にわ

たって，茨城県つくば市にある国環研の構内道路（約

０．６km）及び周辺の一般道路（約４．６km）の合計

５．２kmを走行コース（図１３）として路上走行試験を実

図１３ エコドライブ路上走行試験の走行コース

図１２ リンク道路上の詳細なCO２排出状況
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施した。試験車両として，排気量１，３００ccのCVT搭載車

２台（共に平成１８（２００６）年製造）を使用した。２日間

で２６名の国環研職員が参加し，参加者は，約１時間の試

乗時間内に，次の３通りの運転方法を１回ずつ，合計３

回走行した。なお，同時に走行するのは２台である。

・１回目：普段通りの運転

・２または３回目：ゆっくり加速を意識したエコドライブ

・２または３回目：速めの加速を意識したエコドライブ

ただし，２・３回目の運転では，運転の順番が結果に

影響を与えないように，同時に走行する２名の参加者が

異なるエコドライブ方法で走行することとした。

エコドライブにおいては，次の３つのポイントを実施す

るよう指示した。

・法定速度，規制速度以下での走行

・等速運転

・早めのアクセルオフ（エンジンブレーキの使用）

また，２・３回目の異なる発進時加速方法のポイント

として，「ゆっくり加速」としては，ブレーキから足を

離し一呼吸おいてからゆっくりアクセルを踏み込み，５

秒で時速２０kmに到達（ふんわりアクセルeスタート）

する運転を意識するように，「速めの加速」としては，

ブレーキから足を離し一呼吸おいてから，各自が安全だ

と思う範囲で速めに加速する運転を意識するように指導

した。

なお，これらのエコドライブ項目は，各運転方法での

走行前に口答で指導したのみで，指導員は同乗していな

い。また，エアコン利用状況の違いによる結果のばらつ

きを避けるためエアコンの使用は禁止した。参加者が走

行コース，試験車両に慣れていないことから，安全に配

慮して「アイドリングストップ」は行わないように指示

した。

試験結果を運転方法別の燃費分布として図１４に示す。

エコドライブを行うと燃費分布は全体的に向上し，「普

段通りの運転」を行った場合の全参加者の平均燃費が

１６．５km/L（平均燃料消費率６０．４cc/km）であったのに

対して，「速い加速を意識したエコドライブ」を行った

場合は，１７．８km/L（５６．１cc/km），「ゆっくり加速を意

識したエコドライブ」を行った場合は，１８．７km/L

（５３．４cc/km）と向上した。

また，「普段通りの運転」に対する燃料消費率の改善

率は，それぞれ７．１％，１１．６％となり，参加者別にみ

ると，「普段通りの運転」における燃費が悪い参加者ほ

ど大きい傾向が見られた。アイドリングストップを実施

していないことを考慮すると，走行前に口頭で指導する

のみでも，これまでに報告されているエコドライブ運転

効果と同程度の効果が得られた。

（３）走行エネルギーを指標としたエコドライブ効果の

解析

車両の燃費は，エンジン単体の燃料消費率と走行速度

等を用いて，次の式で表される。

図１４ 運転方法別の燃費分布

はやい加速を意識した運転普段通りの運転 ゆっくり加速を意識した運転
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走行抵抗を求めることができれば，変速機，減速機で

の伝達効率を考慮して，

であることから，

と表すことができる。

燃料密度と変速機，減速機の伝達効率を一定とみなせ

ば，走行抵抗が小さいほど，また，エンジン単体の燃料

消費率が小さい，すなわち，エンジンの熱効率が良い領

域を使用するほど燃費は向上する。日本で普及している

AT車では，ドライバーの要求に従い最適なギアが選択

されるので，エンジンの熱効率を改善する余地は少ない

と考え，本研究では運転方法の違いによる走行抵抗の増

減に着目し，走行抵抗に対してエンジンが行った仕事量

である走行エネルギーを指標とした解析を行った。

a．走行エネルギーの算出方法

１走行あたりに必要な走行エネルギーE（J）は，１秒毎

に記録された速度データV（km/h）と車両の諸元等（表３）

から，１秒毎の走行抵抗R（N）及び仕事率P（W）を算出し，

正の仕事率のみを走行時間T（s）で積分して求めた。ま

た，走行条件として，無風，平坦，大気の標準状態を仮

定し，作用する力として転がり抵抗Rr（N），空気抵抗Rl

（N），加速抵抗Ra（N）の３つを考慮した。算出式を次に

示す。

ただし，P(t)<0のときP(t)=0

b．運転方法と走行エネルギーの関係

市街地の幹線道路において信号で制御される発進から

停止までの１km走行を想定した理想的な３つの走行パ

ターンを用いて，運転方法と走行エネルギーの関係を考

察する。

図１５に，各走行パターンの走行方法及び加速抵抗，

空気抵抗，転がり抵抗に対して必要なエネルギー別に，

さらに，加速，等速，減速の区間別に算出した走行エネ

ルギーを示す。

・パターン１は，強め（６km/h/s）の加速度で８０km/h

まで加速したのち等速走行，減速時に惰性走行を行わな

いでブレーキで減速するパターンである。先の試乗会で

使用したのと同型式の乗用車（エンジン排気量

１，３００cc，車両重量１，０００kg）では，１kmを走行する際

に６０５kJのエネルギーを必要とする。

・パターン２は，パターン１の最高速度を６０km/hとし

たもので，１kmを走行する際に４１２kJのエネルギーを

必要とする。

・パターン３は，普通（４km/h/s）の加速度で６０km/h

まで加速し，等速走行を行う。減速時は，約２００mの惰

性走行後，ブレーキで減速というパターンで，１kmを

走行する際に３６５kJのエネルギーを必要とする。

発進からパターン１の加速が終了するまでを区間Ⅰ，

パターン３が減速を開始してから停止するまでを区間

Ⅲ，区間Ⅰ及び区間Ⅲ以外を区間Ⅱとし，区間別に必要

なエネルギー量を比較した。

・区間Ⅰ：加速に必要なエネルギーは加速度によらず到

達速度で決まるため，６０km/hまで加速しているパター

ン２及びパターン３は同じになり，８０km/hまで加速し

ているパターン１はパターン２及びパターン３に比べて

１２３kJ大きくなっている。転がり抵抗に対して必要なエ

ネルギーは，転がり抵抗に対して仕事をしている距離で

決まるため，同じ距離で区切られた区間Ⅰの間は３つの

パターンで同じ２１kJとなる。空気抵抗は速度の二乗に

表３ 走行エネルギーの算出に用いたパラメータ
値パラメータ

１，０５５kg車重：m
２．１５m２前面投影面積：A
３０kg回転部分相当質量：Δm

０．０１３（－）転がり抵抗係数：μr

０．０１６２N/（km/h）２/m２空気抵抗係数：μa
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比例するため，空気抵抗に対して必要なエネルギーは，

２０～１３kJとパターン１が最も大きくパターン２，パ

ターン３の順に小さくなる。

・区間Ⅱ：加速をしていないので，加速に必要なエネル

ギーはゼロとなる。転がり抵抗に対して必要なエネル

ギーは３つのパターンで同じ８４kJとなる。空気抵抗に

対して必要なエネルギーは走行速度の二乗に比例するた

め，パターン２及びパターン３で８９kJであるのに比べ

てパターン１では１５９kJとなり，７０kJ大きくなってい

る。

・区間Ⅲ：惰性走行やブレーキによる減速

を行っている場合は，走行抵抗に対して仕

事をしていないので，走行に必要なエネル

ギーはゼロとなる。パターン３は速めのア

クセルオフによる惰性走行を行っているの

で走行エネルギーはゼロであるが，パター

ン１及びパターン２は，等速走行の速度と

距離に応じてそれぞれ，４０，４３kJの走行

エネルギーが必要となる。

以上から，パターン１とパターン２を比

較すると，速度を抑えて走行することで，

加速時の加速エネルギーと等速走行時の空

気抵抗に対して必要なエネルギーが減少

し，大きなエコドライブ効果が期待できる

ことがわかる。また，パターン２とパター

ン３を比較すると，惰性走行を行うことでさらに上乗せ

効果が期待できることがわかる。

図１６に，エコドライブ路上走行試験の全７８走行デー

タについて，距離当たりの走行エネルギーとアイドリン

グを除く燃料消費率の関係を示す。両者には決定係数

０．８１２と強い正の相関があり，距離当たりの走行エネル

ギーがエコドライブの指標として有効であることが示さ

れた。また，エコドライブを実施すると，普段通りの運

転に比べて走行エネルギーが減少していることが示さ

図１５ 運転方法の違いと必要な走行エネルギーの関係

図１６ 走行エネルギーと燃料消費率の寄与
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れ，燃費改善効果として走行エネルギーの減少による寄

与が大きいことが示唆された。

c．燃費改善要因の解析

走行エネルギーの増減として表現できない燃費の影響

要因として，走行エネルギーがゼロと算出される減速時

やアイドリング時においても燃料が消費されていること

やエンジンの熱効率や駆動系の伝達効率の違いなどがあ

げられる。そこで，燃費改善の要因を「走行エネルギー

の減少効果」に加えて，「停止時間の減少効果」，「その

他の効果」の３つに分けて，それぞれの寄与を定量的に

評価した。

「停止時間の減少効果」とは，信号で制御されている

市街地走行において，運転方法の変化が信号で停止する

時間に影響を与えることにより，アイドリング時に消費

する燃料が削減される効果とした。「走行エネルギーの

減少効果」とは，図１６に示すように，距離当たりの走

行エネルギーとアイドリングを除く燃料消費率には，決

定係数０．８１２と強い正の相関があることを用いて，走行

エネルギーの減少分から回帰式を用いて推定される燃料

削減効果とした。具体的なエコドライブ実施ポイントと

しては，最高速度の抑制，等速運転，速めのアクセルオ

フなどが影響している。「その他の効果」とは，上の２

つで説明できない削減効果，すなわち，熱効率の良いエ

ンジン領域の使用やトルクコンバーター等の駆動系伝達

効率の改善効果等である。到達速度を同一とした場合，

加速に必要なエネルギーは加速度によらず同じとなるた

め，「エコドライブ１０のすすめ」などで推奨している

「ゆっくり加速」の直接的な効果は，その他の効果に含

まれる。

「普段通りの運転」に対する削減効

果を，燃料消費率の減少量とトータル

削減量に対する割合として図１７に示

す。いずれのエコドライブ方法におい

ても，走行エネルギーの減少による効

果が最も寄与が大きくなり，「ゆっく

り加速を意識したエコドライブ」で期

待される「その他の効果」の寄与は，

約２０％に留まった。また，「速い加速

を意識したエコドライブ」を実施した

場合は，アイドリング時間が増加して

おり，速い加速が信号での停止時間を

増加させることが示唆された。

以上から，効果的なエコドライブ項目は，「最高速度

を抑制し等速運転を心がける」という走行エネルギーを

減少させる項目であることが明らかになった。この項目

は，制限速度を守って走行するという，ドライバーに

とって当然の実施しやすい項目であることから，広い普

及と効果が期待できる。

（４）シャシーダイナモ設備を用いたエコドライブ試験

エコドライブ路上走行試験に用いた乗用車が排気量

１，３００ccCVT搭載車のみであったことから，複数の車種

を対象として，少ない走行エネルギーとなるような運転

を行った場合のエコドライブ効果を評価することを目的

として，シャシーダイナモ試験を実施した。

a．試験モードの作成

エコドライブ路上走行試験の全７８走行データから，

走行エネルギーをエコドライブの指標として，４つの走

行データをエコドライブモードとして選定した。選定に

あたり道路状況等が同じとなることに考慮して，停止回

数が近いデータ群の中から抽出するとともに，４つモー

ドで広い範囲の走行エネルギーをカバーできるように

し，走行エネルギーがもっとも少ないモードを「ECO-

S」，残りは走行エネルギーが少ないものから順に

「ECO-A」，「ECO-B」，「ECO-C」と し た。作 成 し た

NIESエコドライブ試験モードを図１８に，各試験モード

の走行特性を表４に示す。

図１７ エコドライブにおける燃料削減効果の寄与



―１９―

b．試験結果

路上走行試験で使用した車両に加えて，６６０ccCVT搭

載車（平成１９（２００７）年製造），１，８００cc４AT搭載車

（平成１４（２００２）年製造），１，５００ccハイブリッド車（平

成１９（２００７）年製造）を試験車両とした。全車両に対

して十分暖機した状態から試験を行うホットスタート試

験とともに，１，８００cc４AT搭載車，１，５００ccハイブリッ

ド車の２車両では暖機をしないで冷機状態から試験を行

うコールドスタート試験を実施した。ハイブリッド車の

コールドスタート試験では，試験前のバッテリー充電状

態を統一するため，放置前に，バッテリー残量が低下す

るまでモータのみで走行するEV走行モードが自動的に

解除されるまでEV走行を行った。

NIESエコドライブ試験モードのホットスタート試験の

結果を図１９に，コールドスタート試験の結果を図２０に

示す。ホットスタート，コールドスタートいずれの試験

においても，すべての試験車両で，距離当たりの走行エ

ネルギーと燃料消費率には良好な直線関係がみられた。

エコドライブ路上走行試験で得られた「普段通りの運

転」と「ゆっくり加速を意識したエコドライブ」におけ

るそれぞれの走行エネルギーの平均値にもとづいて，各

車両の走行抵抗の違いを考慮したうえで，エコドライブ

実施の効果を推定した。その結果，１，３００ccCVT搭載

車，６６０ccCVT搭載車，１，８００cc４AT搭載車，１，５００cc

ハイブリッド車でそれぞれ，１２．２％，１２．０％，１０．９％，

１２．６％の削減効果が見積もられ，試乗会での１２％削減

図１８ NIESエコドライブ試験モードの走行パターン

表４ NIESエコドライブ試験モードの走行特性

Eco-CEco-BEco-AEco-S
６１２６２７６２８６４８走行時間（sec）
２８％２６％２０％１４％アイドリング
２０％２９％３５％４０％等速４mode
２４％２６％２４％２３％加速時間割合
２９％１８％２０％２３％減速（－）
８０６６６４５６最高速度（km/h）
３．８２．８２．５２．２加速平均加減速度

－３．２－４．０－２．９－２．２減速（km/h/sec）

図１９ NIESエコドライブ試験モードの試験結果（ホッ
スタート）

図２０ NIESエコドライブ試験モードの試験結果（コー
ルドスタート）
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とほぼ同等のエコドライブ効果が確認された。

日本で広く普及しているAT搭載車や燃費の良いハイ

ブリッド車においても，CVT搭載車と同様に，最高速

度を制限速度以下に抑えて等速運転を心がけることで，

燃費向上の余地が十分にあることがわかった。また，

コールドスタートにおいても，エコドライブ効果がある

ことが実証された。

（５）アイドリングストップによる削減効果の推定

エコドライブの１項目として推奨されているアイドリ

ングストップについて，走行実態調査結果と道路交通セ

ンサスのデータをもとに，信号待ちでの実施可能性や削

減効果に関する検討を行い，全国の乗用車がアイドリン

グストップを実施したと仮定した場合の効果を定量的に

推計した。

a．利用データの整理

つくば市，名古屋市，豊田市で行った走行動態調査の

結果から，エンジン起動後及びエンジン停止前を除く

１２０秒未満のアイドリングを信号待ちによるアイドリン

グとして，一走行当たりの距離帯別，平日・休日別に，

アイドリング時間長毎のアイドリング発生頻度を集計

し，アイドリングプロファイルとした。平日，走行距離

１kmの場合のアイドリングプロファイル例を図２１に示

す。また，平成１１年度道路交通センサスをもとに，一

走行当たりの距離帯別，平日・休日別，自家用軽乗用

車・自家用普通乗用車別に，一日当たりの全国の走行回

数を推計した。

b．アイドリングストップの実施条件

実走行において，アイドリングストップを実施できる

アイドリング時間は，１走行当たりの全アイドリング時

間の約３０％といわれている。１回当たり５０秒間以上の

アイドリングをアイドリングストップ実施対象とする

と，いずれのアイドリングプロファイルにおいても，信

号待ちアイドリング時間の約３０％以上を占めることか

ら，一回当たり５０秒間以上のアイドリングをアイドリ

ングストップ実施条件とした。なお，エンジン再始動時

の燃料消費増加分は，５秒間のアイドリングストップに

よるCO２削減量に相当するとして，効果を推計した。

c．推定結果

アイドリングプロファイルにアイドリングストップ実

施条件を適用し削減可能なアイドリング時間を算出し，

全国の走行回数とアイドリング時のCO２排出原単位

（走行動態調査の結果から軽乗用車，普通乗用車で，そ

れぞれ０．２０g-CO２/s，０．３１g-CO２/sとした）から，軽乗

用車・普通乗用車別，休日・平日別に一日当たりのCO２

削減量を算出し，年間のCO２削減量を推定した。

アイドリングプロファイルにアイドリング実施条件を

適用した場合，一走行当たりの平均アイドリングストッ

プ実施回数は０．７回～３．４回となった。走行距離帯別に，

１２０秒未満のアイドリングによる全CO２排出量，アイド

リングストップによる軽乗用車・普通乗用車別のCO２削

減量，一走行当たりの平均実施回数を図２２に示す。全国

CO２削減量は１．８Mt-CO２/年と推定され，２００５年度の自

家用乗用車からの総CO２排出量の１．４％に相当した。

本研究でのアイドリングストップ実施条件は，信号が

赤に変わった直後の停止のみに実施することとほぼ同等

であり，効果的な条件で確実に実施されれば，少ない回

図２１ アイドリングプロファイル（平日，走行距離１
kmの場合）

図２２ 走行距離帯別のアイドリングストップ実施回数と
CO２削減量
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数で効果が得られることが明らかとなった。

２．１．３ 自動車技術に関する評価

生活に密着した自動車の使用における環境負荷を実際

の使用条件下で評価し，自動車の省燃費技術を定量的に

評価すること，また，身近な交通における自動車の将来

の方向性を示すことを目的として，２．１．１で得られた走

行データを自動車技術の側面から解析を行った。さら

に，ハイブリッド車を対象とした走行実態調査および電

気自動車の走行試験を実施した。

（１）実走行データを用いた自動車技術の評価

a．平均速度とエネルギー効率

自動車のエネルギー効率とは，消費した燃料の持つ熱

量（エネルギー）に対して，走行エネルギーとして使わ

れた割合を指す。自動車の重量が重く，走行抵抗が大き

い車両ほど，必要な走行エネルギーが大きくなるため，

同一のエネルギー効率を持つ車両であっても，同じ燃料

消費量とはならないが，自動車技術の特性等を評価する

場合には有効な指標となる。

使用実態調査で得られた６９台のデータについて，１

トリップ毎の平均速度帯別のエネルギー効率を算出した

結果のうち，例として，つくば地域において，有効調査

期 間 が５０６日 間 の 長 期 に わ た る 調 査 を 行 っ た

１，３００ccCVT搭載車（平成１７（２００５）年製造）の例を図

２３に示す。図２３に示した車両に限らず，トリップ平均

速度が１０km/h以下の場合には，一部のハイブリッド車

を除きエネルギー効率は１０％以下の低い値を示し，平

均速度が高くなるに従って改善される傾向がみられた。

高速走行のサンプル数は少ないが，概ね２０～３０％のエ

ネルギー効率で頭打ちとなり，高速走行では平均速度が

高くなっても，それ以上エネルギー効率の向上は見られ

なかった。つくば市で最も頻度の高い２０～２５km/hの平

均速度帯においては，概ね１０～２０％のエネルギー効率

を示し，自動車がいかにエネルギー効率の悪い乗り物で

あるかがわかる。

図２３に一部示したが，月別にエネルギー効率を算出

した結果，使用する月によってエネルギー効率は異な

り，エアコン使用の多い夏季，冷始動時の燃料消費量増

分が多くなる冬季にエネルギー効率は悪化し，春・秋季

に効率が良くなる傾向が見られた。図２３の例では，

もっとも効率の悪い月と良い月では，平均速度１５km/h

以上の走行において，約２ポイントの違いが見られた。

この違いは，平均速度に応じて，概ね１～２割の燃料消

費量の違いに相当する。

b．自動車技術とエネルギー効率

燃費改善技術として，ガソリンエンジンと電気モー

ターで走行するハイブリッド技術，エンジン効率の良い

領域を使用することで燃費の改善に寄与する無段変速機

（CVT），従来技術として日本で広く普及している４段自

動変速機（４AT）を評価対象とし，エネルギー効率改

善の定量的な評価を行うとともに，走行に必要なエネル

ギーとCO２の排出原単位を評価軸に加えて，自動車技

術の方向性について考察を行った。

ハイブリッド車については，最新のハイブリッド車に

対応した車載器を開発し，国環研職員４名の協力を得

て，２００７年１２月から２００８年３月までの４ヶ月間，

２．１．１の走行実態調査とは別に調査を実施した。

２．１．１での調査車両である軽乗用車４台（４AT車３

台，CVT車１台），小型乗用車７台（エンジン排気量１

～１．３Lの４AT車４台，１．３LのCVT車３台）とハイブ

リッド車４台を評価対象車両として，つくば市において

代表的な走行である平均速度が２０～２５km/hの走行デー

タを解析した。なお，エネルギー効率には調査実施時期

が影響するため，全車種について，ハイブリッド車の走

行実態調査期間のみを解析対象データとした。

図２４に解析結果を示す。エネルギー効率に注目する

と，４AT軽自動車では１０％であったものがCVT軽自

動車では１３％に，４AT小型乗用車では１１％であった

ものがCVT小型乗用車では１４％に向上した。すなわ

ち，CVT技術によって２０％以上のエネルギー効率改善図２３ 平均速度とエネルギー効率の例
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効果があった。軽乗用車は，車両重量が軽いため，小型

乗用車に比べて約２０％少ない走行エネルギーで済むも

のの，４AT車，CVT車ともにエネルギー効率が低く

なっているため，CO２排出原単位としては，小型乗用車

と同じとなっていることが明らかになった。軽乗用車で

は，動力システムの効率を改善することで，更なる燃費

向上が期待できる。

さらに，ハイブリッド車ではエネルギー効率が２０％に

達しており，CVT車と比較して４０％以上の効率改善効

果があることを明らかにした。ハイブリッド車の重量は

１，２６０kgであり，小型乗用車の重量１，０００kgに対して

２６％重いため，加速に必要なエネルギーが多く必要にな

る。しかし，空気抵抗，転がり抵抗の低減技術も導入さ

れた結果，小型乗用車とほぼ同等のエネルギーで走行で

きていたことから，ハイブリッド車の燃費改善要因とし

て，ハイブリッドシステムの他に，車両の走行抵抗を減

らす技術も導入されていることに留意する必要がある。

CO２排出削減のためには，少ないエネルギーで走行で

きる軽量かつ走行抵抗の小さい車両に，エネルギー効率

の良い動力システムを導入した燃費の良い車両の開発普

及を促す支援策が望まれる。

（２）市販の小型電気自動車に関する評価

a．評価の目的

電気自動車は，現時点において最も環境負荷の小さい

自動車と言われている。しかし，１充電走行距離が短

い，高価であるなどの理由により，ほとんど普及してい

ない。一方，都市内での１日の走行距離は数十kmと短

く，都市内使用の自動車は，電気自動車に代替できる可

能性がある。２．１．１の走行動態調査のデータから１日の

走行距離の分布を解析したところ，５０km未満の走行

は，平日で８４％，休日で７７％と高い割合を示した。

また，ガソリン軽乗用車と同じ価格帯で外国産の小型

電気自動車（軽乗用車登録）が一般に市販される状況と

なった。そこで，現時点で一般に入手可能な小型電気自

動車を対象として，都市内で使用したときの性能を評価

し，小型電気自動車への代替可能性を検討した。

b．評価の対象と方法

評価対象車両は，約１６０万円（諸費用込み）で購入可

能であったREVAELECTRICCARCOMPANY（イン

ド）社製のREVAClasse（２００５年モデル）とした。車

両の諸元を表５に示す。代替対象車両は軽乗用車として

検討を行った。

２．１．１の走行動態調査のうち，つくば市内を走行する

軽乗用車の走行データから平均速度別に５つの試験モー

ドを作成し，シャシーダイナモ試験を実施した。試験

モードの作成にあたっては，軽乗用車の使用目的，平均

的な走行特性を表現できるようにした。作成した評価

モードの走行特性を表６に示す。また，補器の使用によ

る消費電力の違いを考慮して，エアコン，ヒータ，前照

灯を使用した場合についても，試験を実施した。

表５ 小型電気自動車の車両諸元

REVAClasse（２００５年モデル）車名
REVAELECTRICCARCOMPANY（インド）メーカー
２ドア，ハッチバックタイプ
２人乗車定員
６５km/h最高速度
２．５時間（８０％），６時間（１００％）充電時間
直流モーター，最高出力１３kWモーター
鉛蓄電池，電圧４８V，容量２００Ah電池

表６ 小型電気自動車試験モードの速度特性

備考
（ガソリン車での状況等）

走行距離
（km）

走行時間
（s）

平均速度
（km/h）モードNo.

冷始動０．５１０１８２１０．１１
冷始動０．７９６２０２１４．２２
冷始動，通勤利用９．１８０１６３０２０．３３
冷始動３．５７０５８１２２．１４
暖機後の始動１０．８３７１２４２３１．４５図２４ 自動車技術の方向性
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c．結果と考察

充電電力量と消費した走行エネルギーからエネルギー

効率（充電電力towheel）を算出し，試験結果を評価し

た。充電電力量は，充電時に積算電力計を用いて計測

し，走行エネルギーは走行速度と走行抵抗から算出し

た。走行モード作成に使用したガソリン車の効率と合わ

せて，走行速度とエネルギー効率の関係を図２５に示す。

小型電気自動車は，ガソリン車に比べ，平均速度の低

い領域でも効率が４５％以上と高く，短距離で平均速度

の低い，生活に密着した使用に適していることがわかっ

た。しかしながら，エアコン等の使用により効率が約半

分に低下するなど性能悪化が大きいことが明らかとなっ

た。

電気自動車の性能は，バッテリの性能にも強く依存

し，高性能バッテリの価格が高価であることから，当

面，電動車両は，エアコンを使わず容量の小さいバッテ

リで駆動できる超軽量の車両（例えば，電動アシスト自

転車，電動車椅子，パーソナルモビリティなど）に適し

ているものと考えられた。

（３）次世代電気自動車に関する評価

２００８年２月２２日（金）から３月７日（金）まで，

２００９年に市販を目標として開発中の次世代電気自動車

「R１e実験車」を富士重工業㈱より借用し，実使用条件

下における次世代電気自動車の性能やCO２排出量削減

ポテンシャルの評価を目的として，シャシーダイナモ試

験及び身近な自動車の利用として通勤利用を対象とした

実走行試験を実施した。

a．運転方法の影響に関する評価

運転方法が電費（エンジン車の場合の燃費に相当。）

に与える影響の評価を目的として，同じ距離を異なる走

行エネルギーで走行する４種の試験モード（NIESエコ

ドライブ試験モード：ECO-S，A，B，C，２．１．２参照）

による繰り返し走行試験をシャシーダイナモを用いて実

施し，走行エネルギーと電費の関係を把握した。ただ

し，以下の性能比較にあたっては，電費（km/kWh）で

はなく，１km走行当たりに消費する電力量である電力

消費率（kWh/km）を用いる。

図２６に試験結果を示す。電力消費率は，走行エネル

ギ ー の 少 な い モ ー ド 順 に，す な わ ちECO-S

（２６７kJ/km），ECO-A（３１２kJ/km），ECO-B（３７９kJ/km），

ECO-C（４５５kJ/km）の順に良く（小さく）なった。ま

た，走行エネルギーと充電電力量から，エネルギー効率

を算出した結果，各モードで８１～８５％となり，高いエ

ネルギー効率で走行できていることを確認した。

４AT，CVT搭載ガソリン車，ガソリン電気ハイブ

リッド車と同様に，少ないエネルギーで走行するエコド

ライブが電気自動車においても成立することを確認し

た。一方で，エンジン車では走行エネルギーの少ない運

転を行うとエンジン効率の低い領域を使うことが多くな

るため，エコドライブによる燃料削減効果は１０～１２％

となったが，電気自動車においては，モーターはエンジ

ン車よりもともと高い効率で駆動できる特性を持つた

め，運転方法が電力消費率に与える影響が大きくなり，

２．１．２と同様に，「普段通りの運転」から「エコドライ

ブ」を行った場合の電力消費量削減効果を算出すると

１８％となり，ガソリン車に比べて大きい削減効果が得

られることがわかった。

次世代電気自動車はエネルギー効率が高く，特に，ガ

ソリン乗用車で燃費の悪い都市内での短距離走行では，

図２６ 運転方法と電力消費率の関係図２５ 走行速度とエネルギー効率の関係
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その普及によるCO２削減効果が期待される。ただし，

駆動系にモーターを用いた高効率車両においては，ガソ

リン乗用車と比較して，運転方法が電費に与える影響が

大きいという知見も得られたことから，エコドライブを

支援する車両やITSを活用した支援システムを開発・普

及することで，CO２削減効果はさらに大きくなると考え

られる。

b．実路走行試験

２００８年２月２５日（月） から２９日（金）に，地方都

市における日常の通勤利用を想定した実電費の把握を目

的として，国環研職員３名が実際の通勤に利用する実走

行試験を４日間実施した。充電頻度は１日１回とし，走

行距離と充電電力量から電力消費率を算出した。

通勤利用４日間での平均的な走行特性は，走行距離

１２．８km/日，走行時間３１分間/日（うち夜間１９分間），

平均速度２４．９km/hであった。充電頻度を１日（２４時

間）１回と仮定した場合の自己放電電力量，システム消

費電力量及び前照灯消費電力量を考慮して推定した電力

消費率（kWh/km）の内訳を図２７に示す。自己放電，シ

ステム，前照灯が電力消費率に占める割合は１２％と推

定された。

また，モデルケース１に加えて，夏季のエアコン利用

を仮定したモデルケース２，冬季のヒータ利用を仮定し

たモデルケース３の推定結果を合わせて図２７に示す。

モデルケース１に対する電力消費率の増加割合は，それ

ぞれ１８％，４９％となり，特にヒータ利用による電力消

費率の悪化が大きくなる可能性が示唆された。

ヒータ消費電力抑制のためには，ヒータ容量が小さく

て済む車室容積・断熱などの対策，冬季の窓ガラス凍結

対策，局所暖房等が有効であると考えられる。

つくば市内における走行では，補器類の使用を除く実

走行部分の実電費から一充電走行距離を電池容量の

１０％が使用不可の前提として推定すると，約８０kmの

走行が可能と推定された。我々がつくば市内を対象とし

て実施した乗用車の日常利用距離等に関する調査結果で

は，一日３０km未満の走行が全体の約９割を占めたこと

から，最頻で２日毎の充電が必要だが，実用的な性能を

持っていると考えられる。

c． 二酸化炭素（CO２）排出削減ポテンシャルの評価

実走行試験と補器使用を仮定したモデルケースを用い

て，地方都市における年間通勤利用を想定し，モデル

ケース１を６ヶ月間，モデルケース２及びケース３をそ

れぞれ３ヶ月間として，CO２排出係数の年平均値を推定

し，ガソリン軽乗用車と比較した。なお，電力のCO２

排出原単位（kg-CO２/kWh）は，環境省から公表された

「平成１８年度の電気事業者別排出係数」のうち，大規模

電力会社（北海道電力から九州電力まで）の係数の最大

値と最小値を用いてモデルケースのCO２排出係数を推

定し，ガソリン軽乗用車のCO２排出係数は，２．１．１の走

行実態調査結果から，つくば地域における４AT軽乗用

車（３台，調査期間１年以上），CVT軽乗用車（１台，

調査期間半年以上）について求めた。

その結果，４AT軽乗用車からR１eへの買い換えに

よって約６-７割，CVT軽乗用車からの買い換えによっ

ても約５-６割のCO２削減（図２８）が期待できると推定

された。

将来の電気自動車導入に向けた運輸部門からのCO２

図２７ エアコン・ヒーターの利用を考慮した季節別電力
消費量のモデルケース

図２８ 軽乗用車から電気自動車R1eの乗り換えによる
CO２削減効果
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排出量の予測においては，これまで文献値などから電気

自動車のCO２排出原単位（g-CO２/km）を推定していた

が，次世代電気自動車の実走行試験から，今後の削減予

測を行うにあたって重要な知見が得られた。

（４）冷始動が燃費に及ぼす影響の解析

a．解析の目的

実燃費は，２．１．２で検討を行った運転方法による影響

の他に，冷始動状態での使用やエアコンなどの補器類の

使用による影響を受けると考えられる。２．１．１で実施し

た走行動態調査結果から，ソーク時間が６時間を超える

利用と短い走行距離の利用が多いことが明らかとなった

ため，冷始動時の燃料消費量増分は，実燃費に大きな影

響を与えていると推測される。なお，冷始動時の燃料消

費量増分とは，エンジンが暖機状態になるまで，過剰に

燃料が供給されるために暖機状態と比べて多く消費され

た燃料消費量を指している。

b．解析の方法

走行距離，走行エネルギー，アイドリング時間を変数

として，また，始動状態やエアコンの使用状況を考慮す

るためのダミー変数を設定して，下の燃料消費率推定式

を作成し，２．１．１（３）で得られた調査対象全６９車両の

地域内トリップデータを用いて，車両別にパラメータを

解析した。始動状態とエアコンの使用状況は，表７のよ

うにソーク時間と気温から，コールドダミー変数，エア

コンダミー変数を用いて設定した。

燃料消費率FC（cc/km）
＝｛（P１・RE＋Intercept１）＋（P２・IT）｝/D
＋b１×コールドダミー変数①／走行距離（km）
＋b２×コールドダミー変数②／走行距離（km）
＋b３×コールドダミー変数③／走行距離（km）
＋b４×コールドダミー変数④／走行距離（km）

＋c１×エアコンダミー変数①×走行時間（s）
/走行距離（km）

＋c２×エアコンダミー変数②×走行時間（s）
/走行距離（km）

＋Intercept２
ここで，FC：燃料消費率（cc/km）

RE：走行エネルギー（kJ）
IT：アイドリング時間（s）

パラメータの意味づけとしては，P１はエネルギー効

率（逆数），P２はアイドリング時の燃料消費率（cc/s），

b１～b４は始動状態に応じた燃料消費量増分のパラメー

タであり，暖機状態（ソーク時間が３０分未満）でのパ

ラメータb１と，冷始動状態（ソーク時間が２４０分以上）

でのパラメータb４の差（b４-b１）は，冷始動時の燃料消

費量増分（cc/回）を表す。c１はエアコン未使用時，c２

はエアコン使用時の燃料消費量増分（cc/回/s）のパラ

メータとした。

c．推定結果

はじめに，始動状態とエアコンの使用状況を考慮しな

かった場合と考慮した場合の推定結果の違いを検討する

ため，両方の場合について，燃料消費量の実測値と推定

値の直線回帰分析を行った。図２９に，決定係数（R-sq）

の頻度分布を示す。ダミー変数を用いて車両の始動状態

とエアコンの使用状態を考慮することで，推定精度が向

上し，約９０％の車両で０．７以上の高い決定係数で推定

することができた。

推 定 結 果 の 例 と し て，図３０に つ く ば 地 域 の

１，５００ccCVT搭載車両の燃料消費量の推定値と実測値の

関係（決定係数：０．９１７）を示す。決定係数０．７以上の

車両では，例に示すようにY＝Xの直線線上にプロット

が集積し，精度良く推定されていた。

表７ ダミー変数の設定

２４０min≦t６０≦t<２４０min３０≦t<６０mint<３０minソーク時間→
０００１コールドダミー変数①
００１０コールドダミー変数②
０１００コールドダミー変数③
１０００コールドダミー変数④

２０℃以上２０℃未満気温→
０１エアコンダミー変数①
１０エアコンダミー変数②

図２９ エアコン使用等を考慮したことによる推定結果の
改善

決定係数（ ）
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次に，推定されたパラメータ値から，各車両の燃費改

善技術に関する評価を行った。図３１に，地域別のエン

ジン排気量とアイドリング時の燃料消費率（パラメータ

P２）の関係を示す。両者には良好な直線関係がみられ，

アイドリング時の燃料消費量を削減するという観点から

は，エンジン排気量の小さい車両を導入することが有効

であると考えられる。

また，原動機の種類別に，冷始動時の燃料消費量増分

（cc/回）を図３２に示す。ただし，燃料消費量の測定値

と実測値の直線回帰において，決定係数が０．７未満と十

分な精度を持って推定されていない車両，測定データ数

の少ない車両，原動機の種類が１種類しかない車両につ

いては，図３２からは除いた。冷始動時の燃料消費量増

分は，アイドリング時の燃料消費量とは異なり，エンジ

ン排気量との良好な直線関係は見られなかった。特に，

エンジン排気量１．７L以下の車両では，エンジン排気量

によらず，燃料消費量増分に違いがみられた。

エアコンの使用を考慮したパラメータc１及びc２は，

燃料消費量に対する影響が小さい結果となった。

法定燃費測定モードは，２０１５年までに新モードであ

るJC０８モードへ完全移行する。このモードは，冷始動

状態を考慮した測定モードとなっており，今後，冷始動

時の燃費改善技術の開発・普及につながることが期待さ

れる。

２．１．４ 自動車の使用形態別や輸送品目別のCO２排出イ

ンベントリの構築

身近な交通の見直しを検討するにあたり，全国の自動

車の利用状況を把握した上で，削減可能性を整理する必

要がある。そのため，国交省の全国道路街路交通情勢調

査（以下，道路交通センサス）の個票データを元に，距

離帯別，移動目的別，輸送品目別にCO２排出実態を把

握すると共に，将来の交通需要予測を行った。

（１）利用目的別排出寄与

自家用車の利用状況を把握するため，平日休日別に，

時間帯別目的別の走行台数を集計した結果を図３３，図

３４にそれぞれ示す。上記道路交通センサスにおいて，

利用目的のデータ項目を持って集計されているのは，自

家用車（自家用貨物を含む）のみに限られる。図３３の

平日の利用目的を見ると，基本的に多岐に渡っている

が，朝の出勤，夕方の帰宅，日中の業務が比較的多いこ

図３０ 燃料消費率推定結果の例

実測値（cc/km）

推
定
値
（
cc
/k
m
）

図３１ アイドリング時の燃料消費率

図３２ 冷始動時の燃料消費量増分
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とが分かる。一方，休日は利用台数が全般に少なく，そ

の利用目的は，家事・買い物，レジャーと帰宅が多い

（図３４）。自動車利用者の平均トリップ数が一日あたり

２．７回であることを考え合わせると，上記の主要な利用

目的とそれに付随する帰宅・帰社が軸となり，その他の

目的の移動がさらに付随する使用形態が多いことが推察

される。

（２）自家用車距離帯別排出寄与

短距離走行の利用状況を把握するため，自家用乗用車

および軽乗用車のトリップ距離帯別にトリップ数および

CO２排出量を推計し，図３５と図３６に示した。概ね都市

内の移動と考えられる数kmの距離帯のトリップの回数

が多いことが分かる。CO２排出量の寄与で見ると，距離

の長さが効いてくるため，１０～２９kmの距離帯の寄与が

最も高くなる。したがって，自家用乗用車全般のCO２

削減を目指す上では，都市間の自動車利用を削減するこ

とも重要と考えられる。

また，図３６には，自家用乗用車と軽乗用車を合わせ

た排出係数も示した。これは，距離帯により平均速度が

異なることを反映させるため，速度依存型の排出係数式

を用いて車種別距離帯別の排出量を求め，対応する走行

距離で除して求めた数値である。数キロの移動では平均

速度は２０km/h以下であり，数十キロでは４０km/h近い

など，距離が長いトリップで速度が速い傾向があった。

平均速度は幹線道路を外れて各施設に接続するラストワ

ンマイルの区間がトリップ距離に占める比率，都市内の

信号がたくさんある地域の通行が占める比率に影響され

ると考えられる。排出係数は，１０～２９km帯で全距離帯

平均と等しく，３～９km帯で平均の１７％増し，１～２

km帯では平均の４４％増しとなった。なお，軽乗用車

は，自家用乗用車よりも短距離帯の利用の占める割合が

やや多いため，全距離帯の平均排出係数が相対的に約

３％大きくなった。

トリップ距離帯に応じて平均速度および排出係数が異

なり，都市内移動と考えられる短距離トリップの平均速

度が低く，排出係数は大きいことを示した。短距離ト

リップの平均速度を上げる対策としては，細街路走行や

信号停止を削減することが有効と考えられる。しかし，

複雑な交通流を安全かつ効率的に制御するためには系統

的な道路網の構成やある程度の信号停止が必要なため，

大幅な改善は困難である。また，信号停止の少ないより

図３５ トリップ距離帯別トリップ数

図３６ トリップ距離帯別排出量と排出係数

図３３ 平日時間帯別目的別走行台数

図３４ 休日時間帯別目的別走行台数
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上位の幹線道路を整備・利用して平均速度の上昇を図る

場合には，トリップの長距離化につながり，結果的に排

出量が増大するおそれのあることに留意する必要があ

る。

なお，車載器で測定した図５の距離帯別トリップ分布

と比較して，図３６では短距離分の寄与が少ないことが

分かる。つくば市では，日常的な乗用車利用が多く，短

距離走行が多いとの地域特性を表している可能性があ

る。その一方で，アンケート調査では，詳細に記入する

ことが煩雑なため，短距離のトリップを併合して記入す

る傾向があることが指摘されており，その違いが出てい

る可能性もある。

（３）細街路における走行量の割合

一般都道府県道・政令市一般市道以上の道路に関して

は，道路交通センサスの調査対象道路（センサス道路）

として，５年ごとに交通量等のデータが取得されてい

る。しかし，それ以外の非センサス道路（細街路）に関

しては，地域別車種別に自動車輸送統計年報における走

行量からセンサス道路の走行量を差し引いたものを細街

路交通量としている。なお，センサス道路の走行量は断

面交通量に区間延長を乗じたものである。環境省の自動

車排出ガス総量推計では，さらに，県別の幹線道路走行

量や自動車保有車両数等を用いて県別の細街路走行量を

推計している。

この方法に基づいて求めた全国の細街路走行量の割合

は，平成１７年度の全車両平均で２９％である。なお，軽

乗用車では５７％，乗用車では２１％と大きな差があっ

た。軽乗用車の方が，図３６に示すとおり短距離利用が

多いことが，細街路走行量割合が高いことにも反映して

いると考えられる。

一方，２．１．１で分析したつくば地域の５台の車載器測

定データに基づく細街路の走行量割合は３７％であり，

CO２排出量割合は４４％であった。これは，統計に基づ

いて求めた全国平均値よりも大きい値である。（２）の

短距離走行と同様に，地域特性を反映している影響とと

もに，車載器測定により細街路走行をより詳細に把握で

きている影響があると考えられる。今後は，多くの地域

で車載器データの収集・分析を行うことにより，細街路

走行量の地域分布の推計精度を向上させることが課題で

ある。

（４）貨物輸送品目別排出寄与

貨物車についてもトリップ距離帯別の排出量の寄与を

推計した。普通貨物車については，品目別に推計すると

ともに，走行時の積載量を含む車両総重量（等価慣性重

量）を考慮した。

しかし，道路交通センサスの個票データでは，積載量

および最大積載量は分かるが車両重量が分からない。そ

こで，国立環境研究所第一期中期計画特別推進プロジェ

クト，大気中微小粒子状物質（PM２．５）・ディーゼル排

気粒子（DEP）等の大気中粒子状物質の動態解明と影

響評価プロジェクト（平成１３～１７年度）の検討におい

て，最大積載量と車両重量がほぼ等しい数値となったこ

とを踏まえ，最大積載量を車両重量に置き換え，最大積

載量と平均積載量の和を車両総重量と見なして，品目別

距離帯別の違いを考慮した。なお，排出係数は，品目別

距離帯別の平均速度を速度依存型の車種別排出係数式に

適用した値を用いた。

図３７に結果を示すとおり，軽貨物車と小型貨物車は，

数十km帯の都市圏内の移動を受け持っており，そこか

図３７ 輸送品目別距離帯別排出量
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らの排出が多いことが分かる。なお，分類は，道路交通

センサスによる運行中の積載品目を距離帯分布や品目の

類似性で数項目にまとめたものである。普通貨物車に関

しては，数百km帯の排出が多く，特に，食料・雑貨の

輸送距離が長いことが分かった。土砂や石油は比較的近

距離の輸送もあった。また，短距離では空車（空荷）の

割合が多い。そうした距離帯では小型貨物車へ積み替え

ることあるいは多品目を積み合わせることでより効率的

に輸送できる可能性があると考えられる。なお，同様の

解析を行った平成１１年度と比較すると，３００km以上の

輸送からの排出量が増加した。長距離帯の排出量削減の

対策としては，鉄道利用や地産地消の活用などが重要で

ある。

（５）交通需要の将来予測

平成１１（１９９９）年度と平成１７（２００５）年度の道路交

通センサス自動車起終点調査個票データから，運転者の

年齢を把握し，年齢階層別の運転率と一台あたりの走行

量を独自に集計し，２００３年時点での国交省予測による

将来交通量の補正を試みた。

国交省予測では，年齢階層別の運転免許保有者数の推

計結果に，高齢者とその他に二分割した免許保有者数あ

たりの運転率を乗じ，一台あたりの走行量は年齢階層に

よらず同じと想定した推計を行っている。その結果，高

齢者の走行量が増加を続けるため，図３８に菱形（◇）

で示すように２０２０年に交通量がピークを迎えるとして

いる。

本研究では，まず，免許保有者数あたり運転率を５歳

階級別に詳細に分割した推計を行った。その結果，四角

（□）の凡例で示すとおり，国交省予測よりもやや多い

交通量となった。

次に，年齢階層別の一台あたりの走行量を考慮した。

データを見る限り，免許保有をしていても，また実際に

運転していても，一日あたりの走行量は高齢者ほど短い

傾向があった。その傾向を反映させた推計結果は，ばつ

（×）印で示すとおり，２０１０年には横這いとなり，２０５０

年には国交省予測よりも１割ほど少ない数値となった。

その際の一台あたり走行量の全年齢階層での平均値の

（２０００年を１とした場合の）推移は丸（○）印で示した

通りである。

国交省予測では，免許保有者数あたりの運転率を高齢

者とその他の二つ設定し，免許保有率が比較的高いベ

ビーブーム以降の世代が高齢化した際に，それ以前の世

代の免許保有者と同様の免許保有者数あたりの運転率で

運転されると想定している。しかし，免許保有率が高い

世代では，身分証明書代わりにあるいは就職の条件とし

て免許取得したものも多く，免許保有率が低い世代と免

許保有数あたりの運転率が同様と断定することはできな

いと考えられる。そこで，最後に，免許保有率の推計を

行わず，年齢階層別の人口あたり運転率に基づく推計を

行った。ただし，高齢者の人口あたりの運転率は１９９９

年から２００５年のトレンドに応じて徐々に上がっていく

と想定した。その場合，三角（△）印で示したとおり，

交通量は２００５年をピークに減少に転じ，２０５０年には現

状の想定よりも２５％ほど少ない結果となった。

これまでの推計では，高齢者の自動車免許保有数が増

えていることから，将来走行量の増加が予測されてい

る。しかし，５歳年齢階層別の運転率と一台あたり走行

量の変化を同時に考慮した結果，交通量の早期の減少が

予測されることとなった。実際の最近の交通量は減少の

傾向を見せていることから，こうした推計手法の改善は

重要になると考えられる。今後は，高齢化に

ともなって車両一台あたりの走行量がどのよ

うに変化するのか，その実態をフォローする

ことが重要である。

２．２ モデル地域を対象とした運輸部門の環

境改善シナリオの作成

身近な交通の見直しを検討するモデル地域

として，本研究では，自動車依存度が高く，

しかし手段転換の可能性がある地方都市を対

象とした。いずれのモデル地域を選択したと図３８ 走行量変化を考慮した交通量の将来推計
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しても，地域特有の条件が存在しており，全国への拡張

は容易ではない。本研究では，データの入手状況と生活

実感の把握しやすさから，つくば市を対象としたシナリ

オの検討を行った。

つくば市は東京都心から北東約６０kmに位置する人口

約２０万人の都市である（図３９）。研究学園都市として整

備されたことからも自明であるとおり，東京への通勤圏

の外側であり，２００５年につくばエクスプレスが開通す

るまでは，自動車の分担率が極めて高い地域であった。

また，鉄道開通に伴い，沿線開発が行われている地域で

もあるため，土地利用の将来変化シナリオに一定の現実

性を与えやすいと考えられる。

２．２．１ モデル地域における交通の見直し施策の評価

身近な交通の見直し施策として，自家用車を使う都市

内の移動目的別に見た排出寄与が高い通勤と買い物に着

目した。詳細な地域メッシュ別の居住人口，従業人口等

と交通量推計を踏まえた推計を行い，見直し施策の効果

を評価した。

（１）推計手法

モデル地域の排出量推計と施策導入効果の評価を行う

ために，排出量推計モデルを図４０の通り構築した。以

下では，通勤の見直し施策の場合を中心に，データベー

ス構築や推計の詳細を示す。

（ア）居住者および従業者の推計

平成１２年度国勢調査５００mメッシュ人口（通勤通学

目的地別人口）および平成１２年度国勢調査市町村統計

（通勤通学の交通手段別人口）により，居住地と従業地

の両方がつくば市内でかつ自家用車を手段として用いる

人口（つくば市内々の自家用車通勤人口）を５００mメッ

シュ別に推計した。また，平成１３年度事業所・企業統

計メッシュ統計から第一次産業を除く従業者数を５００m

メッシュ別に抽出した。

（イ）自家用車通勤トリップ数およびルートの推計

まず，メッシュ別の内々自家用車通勤人口が，各従業

地メッシュへ，従業者数の重み付けのみで配分されると

仮定した。デジタル道路地図と時間最短経路検索プログ

ラムにより，居住地＝従業地ペア（ODペア）ごとにト

リップのルートと所要時間，トリップ数（配分される

内々自家用車通勤人口＝台数）を計算した。また，全

ODペアの計算結果からトリップ長別頻度分布を集計し

た。居住地はつくば市２km圏内，従業地もつくば市２

km圏内とした。

なお，経路検索の際には，全ての道路に基本的な区間

走行速度を設定した。さらに信号交差点の設置箇所につ

いては，信号停止に伴う時間ロスを考慮する簡易なモデ

ルを用いて区間走行速度の低下を反映させた。

図３９ 東京都市圏（左下）から見たつくばの位置（右上） 図４０ モデル地域排出量推計フロー
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（ウ）トリップ長分布を用いたトリップ数の補正

次に，平成１１年度道路交通センサスオーナーインタ

ビュー調査データを元に，OD（いずれも市内），運行目

的（出勤のみ），所有形態（営業用を除く），出発施設

（自宅・寮のみ）の条件で自家用車による通勤トリップ

と見なせるトリップを抽出し，トリップ長別の頻度を集

計した。

図４１に示すとおり，（イ）および（ウ）のトリップ長

別頻度分布を比較し，距離に関わらず従業者数の重み付

けのみで配分した（イ）の通勤トリップを現実に近い頻

度分布にするための補正値（トリップ長別頻度補正値）

を設定した。この補正値を（ウ）のトリップ頻度に適用

し，さらに全トリップ数が変わらないように基準化し

た。

（エ）CO２排出量の推計

各ODペアの補正済みトリップ数とトリップルート長

およびトリップ時間からCO２排出量を算出する。CO２排

出原単位は「H１６自動車排出ガス原単位及び総量算定

検討調査」（環境省）のガソリン・LPG乗用車のCO２原

単位を適用した。さらに，ODペア別に算出したCO２排

出量を居住地メッシュごとに集計した。

（２）通勤の見直し

通勤の見直し策として，バス利用を促進する場合の削

減ポテンシャルを推計した。

図４１ トリップ長頻度分布と補正係数 図４３ 居住地一人あたり自動車通勤CO２

図４２ 居住地メッシュ別自動車通勤CO２
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現況の自動車通勤によるCO２排出状況を推計すると，

図４２の通りとなる。車両台数で約３７，７００台，CO２排出

量は約５１．６t-CO２となる。これを，人口一人あたり排

出量でみると，図４３の通りとなる。勤務先がつくば駅

周辺を中心に多く分布しており，つくば駅周辺の居住者

の通勤距離が比較的短い傾向があることが分かる。

図４２中に示した市内４５系統の路線バスおよびバス停

の半径５００m内に重なる居住地メッシュ部分から転換可

能人口を集計した。バスへの転換可否の判断について

は，表８に示すように行った。

乗車バス停と降車バス停の間の経路について，バスは

自家用車と同様の旅行速度で走行するものとしてバス停

間の移動時間を算出した。さらにバス停の集客圏を考慮

すると，乗車前，降車後の徒歩による移動時間が必要で

ある。バス停から半径５００m以内をその集客対象とし，

時間にして乗車前５分，降車後５分の合計＋１０分を移

動時間とみなした。なお，運賃および燃料

代等の費用は考慮していない。

以上の結果，バス移動時間と徒歩移動時

間を加えた時間を，バスに転換した場合の

通勤所要時間とした。乗り換え時間は考慮

しない。この仮定のもと，バスの所要時間

と自家用車の所要時間を比較し，表８の

ケースごとの条件に照らして自家用車から

既存バス路線へ転換する台数（人数）を

ODペア別に集計した。ODペア間のルー

トから区間平均速度を求め，「H１６自動車

排出ガス原単位及び総量算定検討調査」

（環境省）から求めた図４４の速度別排出係

数を乗じることで，自家用車とバスの排出

量を集計した。

その結果，図４５に示すとおり，居住地

と従業地の双方がバス停５００m圏内に含ま

れるという条件だけで全て転換が起きると

した場合に，最大で約２２．５t-CO２，自動

車からの排出量の約４４％の削減が可能な

ポテンシャルがあるとの結果となった。複

数路線の乗り継ぎが不可で単一路線利用の

場合のみに全て転換が起きるとすると，削

減ポテンシャルは大幅に低下し，約１４％

となった。

所要時間の増加が１．５倍までならば転換

とする場合の削減効果は約１％にも満たず，所要時間に

徒歩時間を含めない条件にした場合にやっと約４％の削

減が可能との結果である。一方，所要時間の増加を１０

分まで許容するとした場合には，徒歩時間を含めても約

図４４ 車種別CO２排出係数

表８ バス転換のケース

ケース内容（バスに転換する基準）ケース名称
バス路線沿道５００m圏に居住地および従
業地の双方が含まれる通勤

乗り換え含む全
転換

同一路線上のバス停半径５００m圏に居住
地および従業地の双方が含まれる通勤

単一路線利用全
転換

自家用車通勤時間に比べてバス通勤時
間が＋１０分以内である通勤

所要時間＋１０
分まで転換

自家用車通勤時間に比べてバス通勤時
間が１５０％以内である通勤

所要時間１．５倍
まで転換

自家用車通勤時間に比べてバス通勤時
間が１５０％以内である場合。ただし，
バス通勤時間にバス停アクセスの徒歩
移動時間を含めない

所要時間１．５倍
まで転換（徒歩
時間を含まな
い）

図４５ 通勤バス転換のCO２削減ポテンシャル
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３％の削減が可能となった。

これに運賃と燃料代の差を考慮すると，現状のバスへ

の転換可能性は極めて小さいと考えられる。しかしなが

ら，これらの削減ポテンシャル試算の結果を踏まえて，

バス利用促進の施策について検討すると，次のような示

唆が得られる。

・徒歩時間を健康増進のための活動等と考えて，通勤時

間に含めないことを個人が認識すれば，転換可能性が増

加する。

・所要時間１０分間の時間価値に相当する約４００円分を

運賃と燃料代の差額に加えた程度の駐車料金を従業地で

自家用車に課すことができれば，一定量の転換が見込ま

れる。

・所要時間の差を１．５倍と１０分で比較して，１０分追加

の方の削減ポテンシャルが高いことから，自家用車の所

要時間で２０分以内の通勤の転換可能性が高いと考えら

れる。

・つくば駅で分断されている系統を連絡させ，乗り継ぎ

利便性を高める等の工夫を行うことで，転換可能性が向

上すると見込まれる。

・中長期的には停留所周辺への居住地および従業地の集

積を促進することが転換促進につながる。

・大幅転換するためには，公共交通の利便性を格段に向

上させると同時に，居住地から停留所までのパークアン

ドバスライドや停留所から従業地までの乗合タクシーや

カーシェアリングを導入し，停留所徒歩圏以外の利用者

を獲得することが必要である。

なお，つくば市内においては，筑波大学がつくばエク

スプレス開業時に学内バスの見直しを行い，路線バスの

定期券をまとめ買いするとともに，割引価格で職員およ

び学生に販売し，また駅までの延伸を行うことで，利用

者を増やすことに成功している。これには，駐車場課金

を強化したことも同時に影響していると考えられる。

（３）まちづくりの方針の見直し

つくば市は，つくばエクスプレス開通に伴う開発ポテ

ンシャルの向上により，現状より約７万人増の約２７万

人，長期的には３５万人への人口増加を予測している。

人口減少傾向が明確になりつつある我が国においては珍

しい地域であるが，中長期的なまちづくりの方針が交通

の環境負荷に与える影響を検証するためには適した地域

である。

図４２をみると，通勤によるCO２排出量を削減するた

めには，つくば駅周辺への居住者を増やすこと，また

は，郊外部の就業者の近所への従業施設の分散立地によ

り車による遠距離通勤の削減が効果的と考えられる。

ここでは，つくばエクスプレス沿線開発と指定区域に

よる増加を想定し，居住人口約２０万人が約９万人増加

し，従業人口約８万人が約２．２万人増加する際に，各々

分散型配置あるいは集約型配置をまちづくりの方針にし

たがって誘導した場合について，一人あたりの通勤CO２

排出量の変化を推計した。

分散型配置は，市条例に基づき，市街化調整区域にお

いて居住地誘導策のとられている地区（指定区域）に該

当するメッシュへの優先的配置である。なお，従業地に

ついては，指定区域の内，小規模店舗，作業所等の立地

が認められている第１指定地区および第２指定地区への

優先的配置である。集約型配置は，居住地，従業地とも

に，市街化区域のうち「つくばエクスプレス沿線開発

地」として指定されている地区に該当するメッシュへの

優先的配置である。

なお，居住人口を新規に配分するメッシュについて

は，人口集中地区（DID）の基準となる４，０００人/km２を

上限とし，約２．３～２．５万人分の超過分は既存メッシュ

に均等配分した。従業人口に関しては，市内のメッシュ

人口密度の９５パーセンタイル値に近い１，８００人/km２を

上限としたが，超過メッシュは発生しなかった。

通勤ODは，居住人口の増加分から自動車通勤人口を

（１）と同様の手法で推計し，従業人口の増加分ウェイ

トで従業メッシュへ通勤するものと仮定し，通勤ルート

と所要時間およびCO２排出量を計算した。

図４６に，居住人口と従業人口の配置パターンと，

各々の居住人口全体での一人あたりCO２排出量を示し

た。この結果を見ると，居住地と従業地の双方を集約型

にするまちづくりの方向を続けることが通勤CO２削減

の観点からは望ましいこと，分散型にすると１０％超の

排出量の増加が起こることが分かる。なお，ここでは公

共交通等の利用促進策については考慮できていないこと

に留意する必要がある。

利便性の高い公共交通のネットワークを形成し，その

停留所付近に土地利用を集約させることでより大幅削減

が可能になると考えられる。こうした複合的な効果を把

握すること，市外からの通勤を分析対象に加えることは

今後の課題である。
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（４）買い物の見直し

買い物の見直しについては，まず，購買行動の実態を

踏まえ，宅配，コンビニ，ショッピングセンターの３種

類の購買ルートの違いによる平均的な負荷発生量の違い

を評価することとした。

（ア）購買行動の傾向

総務省が行う家計調査や全国消費実態調査では，消費

支出については把握できるが，購買行動については購買

ルートや利用交通手段等の詳細をとらえることができな

い。そこで，（株）インテージが独自に行っている全国

消費世帯の購入実態調査データ（SCIデータ）を元に，

分析を行った。この調査は，家計調査よりも多い約

１２，０００世帯を対象とし，町村部の世帯数を多く確保し

ている点が特徴である。なお，対象はいわゆる主婦の日

常の買い物で，バーコード（JANコード）がついている

食品・雑貨品であるため，生鮮品や家電品，贈答品，屋

外での購入は含まれていない。また，単身者，家事担当

者が７０歳以上の世帯は含まれない。

都市規模別の購買ルート別の年間利用回数は，図４７

に示す通り，スーパーマーケットが３日に１回，共同購

入・宅配が月１回等のペースとなっている。全般に，人

口６０万人以上の大都市の方が，スーパーマーケット等

の利用回数が多い傾向が見られる。一方，一回の利用金

額は，スーパーマーケットで約１，２８０円，共同購入・宅

配で２，６１８円であり，月間利用金額で見るとスーパー

マーケットが共同購入・宅配の５～６倍となっている。

比較的安定的に消費されていると見込まれ，購買ルー

トに多様性がある商品として，牛乳およびビールに着目

した利用回数や利用金額について分析を行った。しか

し，両商品とも，近年の消費の落ち込みが激しく，安定

的に消費が行われているとは言えず，今後の購買ルート

の変更の提案を行う品目としては不適切と考えられたた

め，品目別の詳細な分析は行わないこととした。

もっともよく使うスーパーマーケットへの交通手段

は，図４８に示すとおり，都市規模によって異なる。６０

万人以上の大都市では，徒歩や自転車が約７割と多く，

自動車が少ない。５万人以内の市や町村では，自動車が

約８割と逆の傾向が見られる。店舗の選択理由にも影響

が見られ，大都市では近いことが優先されるのに対し

て，小都市では品揃えの良さと共に車で行くのに便利な

ことが挙げられている。なお，小都市は，全国平均に比

較して，スーパーマーケットの世帯あたり利用回数が約

１２．７％少ないが，月間利用金額も約７．６％少ないため，

一回あたりの利用金額は約５．７％多い程度である。

図４６ まちづくりの方針による一人あたり通勤CO２
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（イ）評価の枠組み

家計調査によると購入頻度が比較的多いのは生鮮野菜

や調理食品である。こうした品目については，原材料生

産から加工・包装にかかる一連の輸送をフードマイレー

ジで算出することが近年盛んに行われている。本研究の

検討範囲は，図４９に示すとおり，配送センターから先

の購買行動とその店先あるいは地域拠点までの配送にか

かる部分である。

大規模ショッピングセンター（SC）は，比較的広範囲

の消費者に自家用車等で来場してもらい，配送部分の費

用を最小化した物流形態と見ることもできる。一方，宅

配は，消費者まで物流業者が届けることを前提として，

その間の費用の最小化を目指した物流形態と見ることが

できる。また，その中間形態として，コンビニがあり，

通勤や帰宅の途上に立ち寄ってもらうことを利用形態の

一つの前提として，そこまでの費用の最小化を目指した

物流形態と見ることができる。この３つの購買ルートを

基本として，以降の分析を行った。

購買ルート設定の詳細は以下の通りである。

・SC購入ケース：最寄IC→SC←消費者

・コンビニ留置きケース：宅配ベース→宅配サテライト

→コンビニ←消費者

・各戸宅配ケース：宅配ベース→宅配サテライト→消費者

上記３ケースにおいて，消費財が消費者に届くまでの

各経路（矢印で示す）について，車種，走行ルート，走

行時間・距離および頻度を求め，各経路の排出量合計を

貨物総個数で割ることで消費財１個当たりの環境負荷を

計算する。

対象とする消費者はつくば市内全世帯とし，１世帯あ

たり１個の消費財を購入すると仮定する。

各経路の設定は以下の通りとした。

・配送貨物は，幅６０cm×奥行４０cm×高さ４０cm，重さ

１２kgとする。

・SCへの貨物搬入は１０tトラックとし，５００個／台とす

る。

・消費者の購入経路は小型乗用車とする。

・宅配ベース→サテライト間は４tトラックとし，２００

個／台とする。

・宅配サテライト→コンビニ間あるいは宅配サテライト

→消費者間は２tトラックとし，５０個／台とする。

各物流拠点の設定は以下の通りとした。

・SCはつくば市内および周辺２km圏内にある７箇所と

し，消費者は最近隣のSCから購入する。

・宅配ベースは土浦北ICに隣接する「ベース」を想定

する。

・宅配サテライトはつくば市内および周辺のある宅配業

者の営業所８箇所を想定する。

・コンビニはつくば市内および周辺に１５３店舗あるが，

宅配業者との提携関係を考慮し，先の宅配業者と提携し

ているコンビニの５５箇所を想定する。

輸送ルートおよび配送先巡回ルートの設定は以下の通り

である。

・ケース３の配送先集約点（ルート計算の端点）は平成

１２年度センサスで人口の存在する４次メッシュ中心点

図４９ 購買行動による運輸CO２推計の対象範囲

図４７ 都市規模別年間利用回数

図４８ スーパーマーケットへの交通手段
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とする。

・４次メッシュ内巡回走行距離としては１世帯あたり

２０mと仮定する。すなわち，５０個で１０００m＝４次メッ

シュ内１往復に相当する。

・４次メッシュ内巡回中は，５戸（５個）に１回停止す

ると仮定する。

（ウ）購買行動の変更による改善可能性

つくば市で１個の商品を買う場合の市内輸送分の平均

排出量は，図５０に示すとおり，宅配を基本として，コ

ンビニ利用が約６倍，SC利用がさらに約３倍となるこ

とが明らかとなった。内訳を見ると，大規模SC利用で

は，貨物輸送分の排出量が相対的に少ないが，自家用車

利用では片道平均約４km走行による排出分が極めて大

きな影響を与えていることが分かる。一方，宅配や共同

購入の利用の負荷は小さい。宅配業者の環境報告書等に

よると都市間分を含めても３４６～３９１g-CO２/個であり，

乗用車の片道２km走行分に相当する排出量にしかなら

ない。よって，宅配や共同購入を購買ルートとして活用

することが望ましいと考えられた。

なお，ここでは平均値のみを提示したが，実際には，

消費者の自宅から店舗までの距離や利用交通手段によっ

て結果は当然異なる。近隣の店舗に自転車等で行く場合

や通勤・帰宅の途上で利用する場合，あるいはまとめ買

いを行う場合を除外したとき，SC利用が相対的に大き

な負荷を発生させることを示したものである。また，地

方の山間部においては，宅配や共同購入の輸送効率も変

わると考えられる。このような詳細な地域評価が今後の

課題である。

２．２．２ モデル地域の環境改善シナリオの作成

身近な交通の見直し施策として，モデル地域における

検討では，バスの利用促進や土地利用の方針変更，購買

ルートの変更について評価した。一方，自動車の使い方

に着目した検討では，目的地の分布や走行動態を把握

し，エコドライブを評価するとともに自動車技術の開発

について方向性を示した。これらの施策は，即効性のあ

る対策から中長期的な対策まで，施策の導入タイミング

と削減見込み量が異なり，また，地域特性によっても導

入可能性が異なる。

そのため，地域特性に応じた施策の導入について検討

する際に役立てることを目的として，パソコンで編集可

能な形式のファイルとして，イメージイラストを作成し

た。また，身近な交通の見直しに関する施策の体系化を

行い，削減内訳について時系列的な概念図を示した。

（１）イメージ図

将来像を伝える方法として，イメージイラストがしば

しば使われる。しかし，わかりやすさの反面，リアリ

ティに欠けることが如実に現れてしまう場合も見られる。

たとえば，一つの場面に注目した絵は，メッセージが

はっきりと伝わりやすいが，画面の外側の周辺状況との

関係が分かりにくくなる。同様に，一つの事柄に注目し

た絵は，他の事柄との相互関係が分かりにくくなる。一

方，多くの事柄を盛り込み過ぎても，場面のリアリティ

が低下する。

こうした問題を回避するため，複数の場面を設定し，

場面に応じた事柄を示すとともに，相互関係を提示する

ことを目指した。リアリティを追求して実際の地図から

イメージ図を書き起こす方法もあり得るが，広域スケー

ルの地域の情報は極めて膨大なものとなり，分かりにく

くなるおそれがある。本研究では，実際の地図から典型

的な都市構造を想定しながらも，ポイントとなる要素を

デフォルメして示すこととした。

イメージ図の作成にあたっては，意見を出す者と作図

作業をする者の間での調整が極めて重要である。また，

今後，イメージ図を見た人のコメントに対応してイメー

ジ図を改善していくことも必要である。アプリケーショ

ンソフトを用いて，建物や乗り物などのパーツ単位の作

図をすることにより，その後の修正や加工が容易なイ

メージ図５１とした。

イメージ図は，将来像を伝えるために役立つだけでな図５０ 購買ルートによるCO２排出量の違い
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く，イメージ図を前にして議論することで，専門家でな

い市民の意見を喚起する効果も期待できる。また，意見

をイメージ図に反映させていくことで，より幅広い合意

形成が可能な将来像の構築に資すると考えられる。

（２）環境改善シナリオ

交通からのCO２の排出構造を要因に分解していくと，

次の６項目からなる式に表すことができる。

言い換えると，徒歩・自転車を活用して，CO２排出を

伴う交通手段を使って移動する回数を減らす，施設立地

等の土地利用を効率化して一回の移動に掛かる距離を短

くする，鉄道等のCO２排出原単位の小さい交通手段を

選ぶ，適切な大きさの車両に乗り合わせるなど輸送効率

を上げる，燃費の良い車両を混雑しない場所で利用す

る，自然エネルギーを活用する等の対策の項目に分ける

ことができる。

これらの対策については，個人の日常的な取り組みや

即効性のあるアプローチだけでなく，車両の買い替え時

に低燃費車両を選択するなど，あるいはまちづくりや制

度の方向性を変更するなどの長期的なアプローチも必要

となる。そこで，地域を対象とする主要な対策につい

て，図５２に示すとおり，時間軸の観点から６項目に整

理し，また，削減効果の大きさとタイミングの概念を図

５３に示した。

たとえば，以下のような環境改善シナリオが地域の身

近な交通の見直し策の基本型となると考えられる。短期

的にはエコドライブと公共交通・徒歩・自転車への手段

図５１ 地域の土地利用と交通手段の統合的計画による環境改善のイメージ例

集約型の土地利用と利用密度に応じた交通手段の相互連携を図り、公共交通と徒歩を優先した例：
中心市街地は、車両の進入を制限し、歩行者優先のトランジットモールとした。来街した自動車は環状道路脇の駐車場に置く。配送車は、

時間と経路を限って進入できる。住宅団地は、LRT等の公共交通軸沿いに立地する。団地内は日常生活を支える施設が立地し、徒歩が基本
となる。公共交通軸沿いは自転車の利用も容易にできる。住宅地を集約することで、都市内緑地・農地の確保と、アクセスを容易にしてい
る。行き先の必要に応じてカーシェアリングを利用する。農村コミュニティも、小規模ではあるが集約的利用を行い、小学校等の行政サー
ビスを維持できる規模を保つ。小型の電気自動車やパークアンドライドや乗合タクシーを利用して、LRT終点の交流拠点に接続する。拠点
は、大規模ショッピングセンターや地産地消の市場や公共施設を兼ねる。
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転換が効果的である。タイミングが合って可能であれ

ば，目的地の変更や車両の買い替えも効果的である。長

期的には，エコドライブは車両側の機能に組み込まれて

制御されるようになると考えられる。また，長期的なま

ちづくりにより図５１にイメージを示したような公共交

通の整備や集約的な土地利用が進むことで，目的地の変

更や住み替えの効果はまちづくりの対策に織り込まれて

いき，一方で手段変更とは相乗的な効果を得ると考えら

れる。

なお，図５３に示した削減見込み量は，地球環境総合

推進費「脱温暖化２０５０研究プロジェクト」による試算

をもとに，時系列で大まかな数量を示したものである。

図５３ 身近な交通の見直しによる環境改善シナリオのCO２削減イメージ

図５２ 身近な交通の見直しによる環境改善シナリオメニュー



補足資料



―４１―

A．つくばにおける自動車の使用実態プレ調査

（１）調査の概要とその方法

身近な交通の実態を把握するためのプレ調査として，

走行動態計を用いた自家用車の利用頻度と目的，走行距

離等に関する調査を実施した。被験者は，国環研職員も

しくはその家族で，昼間に車両を利用し，その頻度も多

いと想定される女性（専業主婦，パート，会社員）である。

実態調査への協力依頼を電子メールにて職員に対して

行い，居住地が適度に散らばるように対象者を選択し，

最終的に８台の車両に対して走行動態計を取り付けて

データ収集を行った。車両は軽乗用車から３，０００cc超の

１BOX車まで多様とした（表A-１）。

調査期間は平成１７年５月中旬～８月初旬であり，一

台当たり２～４週間である。走行動態計は，車両情報の

他にGPS（全地球測位システム）から位置，速度情報

を収集・記録する㈱データテック製セーフティレコーダ

（SR）を使用した（図A-１）。

走行動態計による車利用の自動記録と同時に，該当期

間内の全ての移動について，移動記録票により，移動の

開始と終了時間，手段，目的，駐車料金，乗車人数等を

記録してもらい，移動に占める自動車利用の割合を把握

することとした（図A-２）。

（２）調査のまとめ

目的と時間等を記録してもらった移動記録票から，平

均すると少なくとも１日あたり約３回の移動頻度がある

こと，走行動態計と移動記録票の比較から，つくば市周

辺では移動に車を利用する場合がほとんどであることが

分かった。

走行動態計のデータはのべ６２５回，３，２２０kmの移動記

録（以下，１回の移動を１トリップと呼ぶ。）となり，

目的別に頻度（括弧内は，距離でみた場合の割合）を調

べた結果，送迎，家事･買い物，出勤，帰宅等が多く，

全体の１４％（１６％），１８％（１２％），９％（１２％），３０％

（３３％）をそれぞれ占めた（図A-３）。プレ調査におい

て，その他が大きな割合を占めたが，被験者に目的明示表A-１ 被験者の属性と車両諸元

V８V７V６V５V４V３V２V１車号

女 男女女女 男女女 男女女 男性別

有無有＋有有無有有無子供･
高齢者

H１５．４H１４．２H１２．２H１４．１１H１４．８H９．１２H１５．２H１３．３初度登
録年月

小型軽普通小型小型普通小型小型自動車
の種別

ステーション
ワゴン箱型ステーション

ワゴン箱型ステーション
ワゴン

ステーション
ワゴン箱型箱型車体形状

ホンダスズキトヨタトヨタホンダホンダ日産トヨタ車 名

５４７５５５５５乗車定員
（人）

９２０８２０２１１０１０３０９９０１３８０９２０１２２０車両重量
（kg）

１．３３０．６５３．３７１．４９１．３３２．２５１．２４１．４９総排気量又
は定格出力 図A-１ 利用した（株）データテック製走行動態計

図A-２ 移動記録票（すべての移動を記録した票）
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を強制しなかったためと思われる。

トリップ長と速度の関係を図A-４に示した。１０km超

のトリップは平均速度が４０km/hでほぼ一定で，１０km

未満はトリップ長が短くなると速度が低下する関係が見

えるが，休日と平日とで大きな差は見えなかった。図

A-５には，距離帯別に平日と休日の別に利用頻度を示し

たが，その累積比率では差がほとんどなかった。全体と

してはチョイ乗りと思われる１km未満の移動が頻度で

２０％（距離では１．８％），７kmまで１km刻みで同程度

（１０％）の利用があり，７km未満の移動は全体の８６％

以上（距離では５１％）を占めた。帰宅以外の先の３つ

の目的について距離帯との関係を見ると，家事・買い物

は２－４km，出勤は６－７km，送迎は２km未満と４

－６kmの割合が高い。

一日の移動距離を対象者別に頻度との関係で示したの

が，図A-６である。平日･休日とも２０km以下の利用，

３０km前後の利用，平日は１０km以下だが休日は４０km

を超える利用等の使い方による個人差が見られた。な

お，３０km/日を身近な車利用と考えると平均速度は，２０

～４０km/hであり，距離が長くなると速度が上昇する傾

向にある。

車の時間帯別の利用状況を図A-７に示す。利用の多い

図A-５ 距離帯別にみた１トリップの休日･平日別の
頻度分布

図A-６ 一日当たり移動距離と平均速度

図A-７ 時間帯別に見た車の目的別利用頻度比率

図A-４ 休日･平日別に見た１トリップ当たりの速度
と距離の関係

図A-３ 車を利用した移動の目的別内訳
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順に１８時，１４時，１７時，１２時，１６時，８時台となって

おり，１７時～１９時は送迎，家事･買い物，帰宅目的とし

て，８時台は出勤，送迎と帰宅目的に利用されていた。

午前中の９時～１０時台は車による移動が相対的に少な

い。出勤はある時間帯に集中するが，家事・買い物は

１０時～１８時台まで同程度の頻度で行われ，特に車の利

用が集中する時間帯はなかった。

車の利用間隔を整理したものが図A-８である。前回の

利用以降，１５分未満に再度利用する比率が約１５％，１

時間以内は４０％を占めた。１時間半とすると半数が再

度利用する一方，６時間以上の間隔が空いた利用も約

２５％を占めた。

（３）統計データとの比較

収集したデータを統計データと比較した。乗用車の全

国で見た目的別走行距離構成比（図A-９）とつくばプレ

調査の結果を見比べるため，図A-３を休日と平日とに分

けた後，その他目的を除いて整理し直したものが図A-

１０である。両図より，出勤の割合はほぼ同じだが，つ

くばプレ調査は家事・買い物，送迎，帰宅の割合が多

く，観光・行楽，業務が少ない。プレ調査におけるサン

プル量の少なさと対象者が女性であることによる違いと

思われる。

つぎに，平成１１年度道路交通センサスから求めた距

離帯別の頻度分布と比較した（図A-１１）。つくばプレ調

査のデータは，１０kmまでの１km刻みにおいておしな

べて道路交通センサスより頻度が高いため，距離で見る

と３kmから９kmまでの距離帯において大きな差を見

いだす。つくばプレ調査のデータは属性に偏りがあり正

確とは言えないが，短距離，短時間の移動について，道

路交通センサスはアンケートにより回答を求めるため

に，正しく把握していない可能性が考えられた。

（４）プレ調査結果から得たこと

８名の研究所関係者を対象としたプレ調査により，以

下のことがわかった。

・車による移動がほとんどで，搭載した走行動態計で利

用実態の多くは把握できる，

・利用の目的は出勤，家事・買い物，送迎，帰宅が多い，

・一回の利用距離は７km未満が多く，頻度で８６％，距

図A-８ 利用時間間隔

図A-９ 乗用車の目的別走行距離構成比（全国）

図A-１０ つくばプレ調査でみた休日・平日別目的別走
行距離構成比（図A-３のその他の目的を除き
休日・平日別に整理したもの）

図A-１１ つくばプレ調査およびH１１年センサスによる
距離帯別累積比率
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離で５１％を占める，

・利用時間帯は，朝の通勤，午後の家事・買い物，夕方

の帰宅等である，

・利用間隔について，１時間以内に再度利用される場合

が４割を占める一方，６時間以上の間隔になる利用も

１／４を占める，

・目的不明の記述の割合が多く，移動記録票の記載は対

象者に大きな負担を強いる。

よって，本調査においては，対象者の性別は制限しな

い，移動記録票の記入はしないこととした。

また，走行データの収集においても，長期間にわたる

データの収集を目的とすることから，独立行政法人環境

再生保全機構が企画製作したエコマネージャを利用し

た。エコマネージャは，プレ調査終了後に利用可能と

なった装置で，車両の故障診断コネクタに接続して車速

等の情報を入手し，収集データを走行後に自動的に通信

回線を利用して送信する機能を持っており，データ回収

の手間を排除した便利な装置である。エコマネージャの

より詳しい説明は，本論の２．１．１に譲る。
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表B－１ 車載器取得データの解析項目

備 考日
データ

トリップ
データ解 析 項 目

○○年月日
○○曜日

○開始時刻
○トリップ番号

○トリップ数
○○ショートトリップ数

前回トリップ終了から当該トリップ開始までの放置時間○ソーク時間（min）
○○トリップ時間（min）
○○トリップ距離（km）
○○平均速度（km/h）
○○燃料消費量（cc）
○○燃費（km/L）
○○燃料消費率（cc/km）

燃料消費量（cc）×換算係数２．３６（g/cc）として算出○○CO２排出量（g）
○○CO２排出原単位（g/km）

※１○○熱効率（－）
挙動判定による分類○○停止時間（sec）
挙動判定による分類○○空ぶかし時間（sec）
挙動判定による分類○○急加速時間（sec）
挙動判定による分類○○通常運転時間（sec）
挙動判定による分類○○等速運転時間（sec）
挙動判定による分類○○急減速時間（sec）
手動でのアイドリングストップ○○keyoff時間（sec）
挙動判定による分類○○停止時間割合（－）
挙動判定による分類○○空ぶかし時間割合（－）
挙動判定による分類○○急加速時間割合（－）
挙動判定による分類○○通常運転時間割合（－）
挙動判定による分類○○等速運転時間割合（－）
挙動判定による分類○○急減速時間割合（－）
手動でのアイドリングストップ○○keyoff時間割合（－）
挙動判定による分類○○停止燃料消費量（cc）
挙動判定による分類○○空ぶかし燃料消費量（cc）
挙動判定による分類○○急加速燃料消費量（cc）
挙動判定による分類○○通常運転燃料消費量（cc）
挙動判定による分類○○等速運転燃料消費量（cc）
挙動判定による分類○○急減速燃料消費量（cc）
挙動判定による分類○○停止燃料消費割合（－）
挙動判定による分類○○空ぶかし燃料消費割合（－）
挙動判定による分類○○急加速燃料消費割合（－）
挙動判定による分類○○通常運転燃料消費割合（－）
挙動判定による分類○○等速運転燃料消費割合（－）
挙動判定による分類○○急減速燃料消費割合（－）

○○最高速度（km/h）
○○最高加速度（km/h/s）

負値で表示○○最低減速度（km/h/s）
○○平均加速度（km/h/s）
○○加速時間（sec）

負値で表示○○平均減速度（km/h/s）
○○減速時間（s）

B．走行実態調査に用いた車両及び車載器により取得した項目
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表B－１ つづき

備 考日
データ

トリップ
データ解 析 項 目

４modeによる分類○○idle時間（s）
４modeによる分類○○run時間（s）
４modeによる分類○○acc時間（s）
４modeによる分類○○dcc時間（s）
手動でのアイドリングストップ○○keyoff時間（s）
４modeによる分類○○idle時間割合（－）
４modeによる分類○○run時間割合（－）
４modeによる分類○○acc時間割合（－）
４modeによる分類○○dcc時間割合（－）
手動でのアイドリングストップ○○keyoff時間割合（－）
ハイブリッド車等の自動アイドリングストップ○○自動IdleStop時間（s）
エンジン起動直後のアイドリング○○KeyOn直後Idle時間（s）
エンジン停止直前のアイドリング○○KeyOff直前Idle時間（s）
２．１．２参照○○最大仕事率（kW）
２．１．２参照○○正走行エネルギー（kJ）
２．１．２参照○○負走行エネルギー（kJ）
２．１．２参照○○対Rr仕事量（kJ）
２．１．２参照○○対Rl仕事量（kJ）
２．１．２参照○○対Ra仕事量（kJ）
２．１．２参照○○距離当正走行エネルギー（kJ/km）
２．１．２参照○○距離当負走行エネルギー（kJ/km）
２．１．２参照○○距離当対Rr仕事量（kJ/km）
２．１．２参照○○距離当対Rl仕事量（kJ/km）
２．１．２参照○○距離当対Ra仕事量（kJ/km）

○○起点経度（度）
○○起点緯度（度）
○○終点経度（度）
○○終点緯度（度）

※１ 正走行エネルギー（kJ）/（燃料消費量（cc）×低位発熱量３４．６（kJ/cc））として算出
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．８
５

０
．０
１４

０
．４
１

１
．０
０

１５
０

１６
６

８４
０

５
１
SZ

G
H
-S
C
P
１０

１３
８

２０
０７
/０
３
/０
２

０４
豊
田

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１４

０
．４
１

１
．０
０

１５
０

１６
６

８５
０

５
１
SZ

TA
-S
C
P
１０

９３
２０
０７
/０
３
/０
９

０５
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１６

０
．３
８

１
．０
０

１５
０

１６
６

８８
０

５
１
SZ

TA
-S
C
P
１１

１４
５

２０
０７
/０
３
/０
９

０６
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１４

０
．３
９

１
．３
０

１５
３

１６
９

１
,０
４０

５
２
N
Z

C
B
E
-N
C
P
５０
V

１１
１

２０
０７
/０
２
/２
８

０７
豊
田

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
２

０
．０
１６

０
．３
７

１
．３
０

１５
３

１７
０

１
,０
００

５
２
N
Z

U
A
-N
C
P
６０

１３
３

２０
０７
/０
３
/０
１

０８
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１３

０
．３
７

１
．５
０

１４
８

１７
０

１
,１
４０

５
１
N
Z

TA
-N
ZE

１２
４

１２
８

２０
０７
/０
２
/２
８

０９
豊
田

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
２

０
．０
１６

０
．３
７

１
．５
０

１５
３

１７
０

１
,０
２０

５
１
N
Z

U
A
-N
C
P
６１

１３
４

２０
０７
/０
３
/０
１

１０
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１４

０
．３
８

１
．５
０

１５
１

１７
０

１
,１
００

５
１
N
Z

U
A
-N
ZE

１２
１
G

１４
０

２０
０７
/０
３
/０
４

１１
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１４

０
．３
６

１
．５
０

１４
７

１７
０

１
,０
８０

５
１
N
Z

U
A
-N
ZF

１２
１

８９
２０
０７
/０
３
/０
５

１２
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１２

０
．３
８

１
．６
７

１５
０

１７
０

１
,２
１０

５
D
１７
A

U
A
-E
U
３

１３
３

２０
０７
/０
３
/０
１

１３
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１３

０
．３
９

１
．７
９

１５
３

１７
０

１
,２
００

５
１
ZZ

TA
-Z
C
T
１０

９０
２０
０７
/０
３
/０
３

１４
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１３

０
．３
９

１
．７
９

１５
３

１７
０

１
,２
１０

５
１
ZZ

U
A
-２
C
T
１０

１４
０

２０
０７
/０
３
/０
４

１５
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１２

０
．４
２

１
．７
９

１５
９

１７
０

１
,３
００

７
１
ZZ

U
A
-Z
N
E
１０
G

８９
２０
０７
/０
３
/０
３

１６
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１２

０
．４
２

１
．９
９

１５
９

１７
４

１
,３
４０

５
E
J２
０

TA
-S
G
５

９７
２０
０７
/０
３
/０
７

１７
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１１

０
．５
６

２
．０
０

１８
４

１７
０

１
,６
１０

８
M
R
２０
D
E

C
２５

１３
３

２０
０７
/０
３
/０
１

１８
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１２

０
．５
５

２
．０
０

１８
３

１７
０

１
,５
６０

８
Q
R
２０
D
E

T
C
２４

９２
２０
０７
/０
３
/０
４

１９
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１０

０
．４
６

２
．２
５

１６
６

１８
０

１
,６
８０

６
F
２３
A

L
A
-R
A
７

１４
０

２０
０７
/０
３
/０
４

２０
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１１

０
．３
７

２
．３
６

１４
９

１８
０

１
,４
３０

５
２
A
Z

C
B
A
-A
C
V
３０

６８
２０
０６
/１
２
/２
２

２１
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１１

０
．５
３

２
．３
６

１７
９

１７
９

１
,７
２０

８
２
A
Z

G
H
-A
C
R
４０
W

１３
４

２０
０７
/０
３
/０
１

２２
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１１

０
．４
６

２
．３
６

１６
６

１７
６

１
,４
８０

７
２
A
Z

TA
-A
C
M
２１
W

１４
７

２０
０７
/０
３
/１
１

２３
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１１

０
．４
７

２
．３
６

１６
８

１７
６

１
,５
７０

７
２
A
Z

TA
-A
C
M
２６
W

１３
２

２０
０７
/０
２
/２
８

２４
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１２

０
．４
９

２
．３
６

１７
２

１８
３

１
,５
５０

５
２
A
Z

TA
-A
C
U
２０
W

１０
１

２０
０７
/０
３
/０
６

２５
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１２

０
．４
９

２
．３
６

１７
２

１８
３

１
,５
５０

５
２
A
Z

TA
-A
C
U
２０
W

１３
９

２０
０７
/０
３
/０
３

２６
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
０８

０
．３
６

２
．４
９

１４
６

１７
７

１
,６
００

５
１
JZ

G
H
-J
ZS

１７
１

１３
８

２０
０７
/０
３
/０
２

２７
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１０

０
．３
６

２
．４
９

１４
６

１７
６

１
,４
６０

５
１
JZ

TA
-J
ZX

１１
０

１０
０

２０
０７
/０
２
/２
８

２８
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
１０

０
．５
１

２
．６
９

１７
６

１８
０

１
,７
６０

５
３
R
Z

G
H
-R
ZN

１８
５
W

１３
６

２０
０７
/０
２
/２
８

２９
豊
田

推
定
値

０
．８
５

０
．０
０８

０
．３
５

３
．０
０

１４
４

１８
０

１
,６
００

５
２
JZ

E
-J
ZS

１６
０

１３
６

２０
０７
/０
３
/０
９

３０
豊
田
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表
B
－
２

つ
づ
き

備
考

係
数
根
拠

前
面
断
面
積
比

（
A
/B
H
）

こ
ろ
が
り

抵
抗
係
数

空
気
抗
力

係
数（
C
d）

排
気
量

（
L
）

高
さ

（
H
，
cm

）
幅

（
B
，
cm

）
車
両
重
量

（
kg

）
乗
車

定
員

原
動
機

の
形
式

車
両
型
式

調
査

日
数

調
査
終
了

年
月
日

番
号

地
域

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．９
０

０
．０
１２

０
．４
３

０
．６
５

１６
３

１４
７

８１
０

４
E
F

C
B
A
-L
１５
０
S

３９
３

２０
０７
/１
２
/３
１

０１
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
９

０
．０
１２

０
．５
０

０
．６
５

１７
２

１４
７

８７
０

４
E
F

C
B
A
-L
３５
０
S

３９
５

２０
０７
/１
２
/３
１

０２
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１２

０
．４
３

０
．６
５

１６
３

１４
７

８２
０

４
E
F

C
B
A
-L
５５
０
S

３７
４

２０
０７
/１
２
/３
１

０３
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
６

０
．０
１３

０
．４
９

０
．６
５

１５
２

１４
７

８１
０

４
E
N
０７

U
A
-R
C
１

１４
４

２０
０７
/１
２
/３
１

０４
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
４

０
．０
１４

０
．４
３

０
．９
９

１５
３

１６
６

９０
０

５
１
K
R

D
B
A
-K
G
C
１０

４８
５

２０
０７
/１
２
/３
１

０５
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１４

０
．４
１

０
．９
９

１５
０

１６
６

８６
０

５
１
SZ

TA
-S
C
P
１０

２１
７

２０
０７
/１
２
/３
１

０６
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１４

０
．４
１

１
．２
９

１５
０

１６
６

９０
０

５
２
N
Z

TA
-N
C
P
１０

２０
４

２０
０７
/１
１
/２
０

０７
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１４

０
．４
１

１
．２
９

１５
０

１６
６

９０
０

５
２
N
Z

TA
-N
C
P
１０

３４
６

２０
０７
/１
２
/３
１

０８
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１６

０
．３
６

１
．３
３

１５
２

１６
７

１
,０
００

５
L
１３
A

D
B
A
-G
D
１

５０
６

２０
０７
/１
２
/３
１

０９
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１６

０
．３
６

１
．３
３

１５
２

１６
７

１
,０
００

５
L
１３
A

D
B
A
-G
D
１

７１
２０
０７
/１
２
/３
１

１０
つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１６

０
．３
６

１
．３
３

１５
２

１６
７

９９
０

５
L
１３
A

L
A
-G
D
１

４１
２

２０
０７
/１
２
/３
１

１１
※
１

つ
く
ば

ハイ
ブリ

ッド
車，

国環
研公

用車
推
定
値

０
．８
５

０
．０
１２

０
．３
４

１
．３
３

１４
３

１６
９

１
,１
９０

５
L
D
A
-M
F
３

ZA
-E
S９

５６
２

２０
０７
/１
２
/３
１

１２
※
１

つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
７

０
．０
１４

０
．４
３

１
．４
９

１７
４

１６
８

１
,２
８０

７
L
１５
A

C
B
A
-G
B
１

５１
３

２０
０７
/１
２
/３
１

１３
つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１５

０
．３
９

１
．４
９

１５
１

１６
９

１
,１
９０

５
L
１５
A

D
B
A
-G
J１

１４
９

２０
０６
/１
１
/１
３

１４
つ
く
ば

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
６

０
．０
０９

０
．４
８

１
．４
９

１４
９

１６
９

１
,２
４０

５
１
N
Z-
１
C
M

H
K
-N
H
W
１０

８９
２０
０７
/０
７
/０
４

１５
つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
７

０
．０
１４

０
．４
３

１
．４
９

１７
４

１６
８

１
,２
６０

７
L
１５
A

L
A
-G
B
１

２８
４

２０
０７
/０
９
/１
９

１６
つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１６

０
．３
６

１
．４
９

１５
２

１６
７

１
,０
１０

５
L
１５
A

L
A
-G
D
３

３８
４

２０
０７
/１
２
/３
１

１７
つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
２

０
．０
１６

０
．３
７

１
．４
９

１５
３

１６
９

１
,０
３０

５
１
N
Z

U
A
-N
C
P
６１

３３
９

２０
０７
/１
２
/３
１

１８
つ
く
ば

N
IE
S
惰
性
走
行
試
験
結
果

０
．８
５

０
．０
１０

０
．３
５

１
．７
９

１４
７

１６
９

１
,１
７０

５
１
ZZ

U
A
-Z
ZT

２４
０

５０
６

２０
０７
/１
２
/３
１

１９
つ
く
ば

ハイ
ブリ

ッド
車，

国環
研公

用車
推
定
値

０
．８
５

０
．０
０９

０
．３
９

１
．９
８

１５
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